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 第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 最近５連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

３ 平均臨時従業員数の算定については、１日８時間月間200時間換算をしておりましたが、第40期から月間163時間換算をし

ております。 

４ 第41期連結会計年度から連結子会社のパート人員の算出方法を変更しております。 

５ 第40期連結会計年度から「企業会計基準第２号 １株当たり当期純利益に関する会計基準」(平成14年９月25日 企業会

計基準委員会)および「企業会計基準適用指針第４号 １株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(平成14年９

月25日 企業会計基準委員会)を早期適用しております。 

  

回次 第39期 第40期 第41期 第42期 第43期 

決算年月 平成14年２月 平成15年２月 平成16年２月 平成17年２月 平成18年２月

売上高 (百万円) 251,858 264,422 277,092 284,787 306,639

経常利益 (百万円) 12,272 12,013 13,367 14,164 14,170

当期純利益 (百万円) 6,795 6,901 7,405 7,799 7,364

純資産額 (百万円) 99,794 105,116 111,201 117,301 123,581

総資産額 (百万円) 125,306 126,520 135,340 141,588 151,808

１株当たり純資産額 (円) 1,986.42 2,083.09 2,203.75 2,324.73 2,441.30

１株当たり当期純利益 (円) 135.27 135.58 145.41 153.13 144.73

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 79.6 83.1 82.2 82.8 81.4

自己資本利益率 (％) 7.0 6.7 6.8 6.8 6.1

株価収益率 (倍) 23.1 15.8 18.6 20.1 26.7

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 12,684 10,747 15,340 12,362 13,106

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △3,566 △8,821 △15,980 △17,469 △15,503

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △1,559 △2,065 △1,642 △1,723 △8,609

現金及び現金同等物 
の期末残高 

(百万円) 39,503 39,365 37,083 30,252 19,247

従業員数 
(外、平均臨時従業員
数) 

(名) 
1,911 
(6,012) 

2,038
(8,297)

2,048
(10,941)

2,078 
(11,859) 

2,382
(13,587)



(2) 提出会社の最近５事業年度に係る主要な経営指標等の推移 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

３ 従業員数は就業人員数を表示しております。また、平均臨時従業員数の算定については、１日８時間月間200時間換算を

しておりましたが、第40期から月間163時間換算をしております。 

４ 第40期から「企業会計基準第２号 １株当たり当期純利益に関する会計基準」(平成14年９月25日 企業会計基準委員会)

および「企業会計基準適用指針第４号 １株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(平成14年９月25日 企業

会計基準委員会)を早期適用しております。 

  

回次 第39期 第40期 第41期 第42期 第43期 

決算年月 平成14年２月 平成15年２月 平成16年２月 平成17年２月 平成18年２月

売上高 (百万円) 251,587 262,305 272,890 280,595 289,393

経常利益 (百万円) 10,324 10,584 11,122 11,835 11,921

当期純利益 (百万円) 5,777 6,122 6,186 6,545 6,716

資本金 (百万円) 9,927 9,927 9,927 9,927 9,927

発行済株式総数 (株) 50,239,535 50,634,535 50,634,535 50,634,535 50,634,535

純資産額 (百万円) 87,749 91,914 96,793 101,654 104,192

総資産額 (百万円) 110,872 111,419 118,041 123,412 126,977

１株当たり純資産額 (円) 1,746.65 1,821.61 1,918.38 2,014.78 2,058.60

１株当たり配当額 
(内、１株当たり 
中間配当額) 

(円) 

(円) 

31.00 

(15.50) 

32.00

(15.50)

33.50

(16.00)

35.50 

(16.50) 

41.00

(20.00)

１株当たり当期純利益 (円) 114.99 120.43 121.59 128.60 132.42

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 79.1 82.5 82.0 82.4 82.1

自己資本利益率 (％) 6.8 6.8 6.6 6.6 6.5

株価収益率 (倍) 27.1 17.8 22.3 24.0 29.1

配当性向 (％) 27.0 26.3 27.3 27.4 30.4

従業員数 
(外、平均臨時従業員
数) 

(名) 
1,685 
(4,960) 

1,751
(6,834)

1,776
(7,174)

1,819 
(7,717) 

1,882
(8,407)



２ 【沿革】 

  

年月 摘要

昭和22年６月 株式会社紅丸商店を設立 

昭和23年９月 福島県郡山市中町において総合食品販売業を開始 

昭和38年10月 紅丸商事株式会社を設立し、株式会社紅丸商店の営業全般を承継 

昭和44年６月 日の丸食品株式会社(現 株式会社ライフフーズ)を設立し、当社の食品加工部門を分離 

昭和47年11月 他県進出第１号店として山形県米沢市に出店 

昭和48年３月 株式会社イトーヨーカ堂と業務提携 

    10月 紅丸商事株式会社より「株式会社ヨークベニマル」と商号変更 

昭和52年６月 株式会社会津ヨークベニマル(100％出資)を設立 

    ８月 株式会社マルトミの６店舗を引き継ぎ営業を開始 

    12月 宮城県進出第１号店として仙台荒巻店出店 

    12月 

  

流通コストの削減と省力化による生産性向上を図るため、福島県郡山市富久山町に流通センター

(郡山センター)開設 

昭和54年２月 株式会社会津ヨークベニマルを吸収合併 

昭和55年３月 

  

株式の額面金額を500円から50円に変更するため株式会社ヨークベニマル(旧社名 株式会社紅丸

商店 本店所在地 福島県田村郡三春町)に吸収合併される 

    ５月 本店所在地を福島県郡山市に変更 

    11月 東京証券取引所市場第二部に株式上場 

昭和56年４月 日の丸食品株式会社より「株式会社ライフフーズ」と商号変更(現 連結子会社) 

昭和59年８月 東京証券取引所市場第一部に指定 

    10月 株式会社デニーズジャパンとの間にフランチャイズ約定書をとりかわし、外食事業の展開に着手 

昭和60年３月 株式会社デニーズジャパンと加盟店契約締結・郡山市西ノ内にデニーズ１号店開店 

平成元年２月 栃木県進出第１号店として栃木県黒磯市に黒磯店開店 

平成９年３月 

    ３月 

株式会社東北ヨークベニマルを吸収合併 

株式会社デニーズジャパンへ外食事業の営業譲渡 

平成14年９月 

平成16年11月 

株式会社みどりやスーパーを株式交換により完全子会社とする(現 連結子会社) 

中国に北京王府井洋華堂商業有限公司(王府井ヨーカ堂有限会社)(現 持分法適用関連会社)設立 

平成17年４月 茨城県進出第１号店として茨城県水戸市に赤塚店開店 

    ９月 株式会社スーパーカドヤを株式交換により完全子会社とする(現 連結子会社) 

平成18年３月 株式会社みどりやスーパーを吸収合併 



３ 【事業の内容】 

当社グループは、当社、子会社３社、その他の関係会社２社、持分法適用関連会社１社で構成され、「セブン＆ア

イ・ホールディングス」の一員のスーパーマーケットチェーンとして、小売事業と小売事業への商品供給を主とする

食品の製造加工事業を展開しております。 

  

当社グループの事業に係わる位置づけは次の通りであります。 

  

主たる事業の系統図は次の通りであります。 

 
  
＜上記の「主たる事業の系統図」以外の会社＞ 

１． その他の関係会社 ： ㈱セブン＆アイ・ホールディングス 

同社の事業内容は、小売企業グループの企画、管理、運営等であり、㈱イトーヨーカ堂の親会社であります。

２． 持分法適用関連会社 ： 北京王府井洋華堂商業有限公司(王府井ヨーカ堂有限会社) 

同社は中国においてスーパーマーケット事業を営んでおります。 

小売事業 ………………… 当社が各店舗において食料品を中心に衣料品及び住居関連商品を販売

するスーパーマーケット事業を行っており、業務提携している㈱イト

ーヨーカ堂や子会社の㈱ライフフーズから一部商品の供給を受けてお

ります。 

また、㈱みどりやスーパー及び㈱スーパーカドヤの各店舗においては

食料品を中心に住居関連商品を販売するスーパーマーケット事業を行

っており、一部当社から商品供給をしております。 

食品の製造加工事業 …… ㈱ライフフーズが、主に惣菜や当社のプライベートブランド商品(豆

腐、コンニャク等)の製造を行い、グループ各社に供給しております。



４ 【関係会社の状況】 

  

(注) １ ㈱ライフフーズは特定子会社であります。 

２ ㈱セブン＆アイ・ホールディングス及び㈱イトーヨーカ堂は有価証券報告書を提出しております。 

３ ㈱セブン＆アイ・ホールディングスの議決権の被所有割合の36.3%は間接被所有割合であります。 

４ ㈱イトーヨーカ堂の議決権の被所有割合のうち、4.9％は間接被所有割合であります。 

５ ㈱みどりやスーパーは、平成18年３月１日付で当社に吸収合併されております。 

  

名称 住所
資本金又は
出資金 
(百万円) 

主要な事業
の内容 

議決権の所有
(被所有)割合 

関係内容 
所有割合
(％) 

被所有割合
(％) 

(連結子会社)   

㈱ライフフーズ 福島県郡山市 120
食品の製
造加工及 
び販売 

100 ―

(1) 当社の役員３名及
び従業員１名が同
社の役員を兼任し
ております。 

(2) 当社は同社より商
品を購入し、また
同社に対し、原材
料の供給を行って
おります。 

(3) 当社は同社へ店舗
の一部を賃貸して
おります。 

㈱みどりやスーパー 
福島県双葉郡富
岡町 

10
スーパー
マーケッ 
ト 

100 ―

(1) 当社の役員４名が
同社の役員を兼任
しております。 

(2) 当社は同社に対し
商品の供給を行っ
ております。 

㈱スーパーカドヤ 茨城県小美玉市 80
スーパー
マーケッ 
ト 

100 ―

(1) 当社の役員２名及
び従業員２名が同
社の役員を兼任し
ております。 

(2) 当社は同社に対し
商品の供給を行っ
ております。 

(持分法適用関連会社)   

北京王府井洋華堂 
商業有限公司 

中国北京市
  12,000
千米ドル 

スーパー
マーケッ 
ト 

20 ―

 当社の従業員１名
が同社の役員を兼
任しております。

  

(その他の関係会社)   

㈱セブン＆アイ・ホー
ルディングス 

東京都千代田区 50,000

小売企業
グループ
の企画、
管 理、運
営等 

0.1
   
36.3 

   (36.3) 

同社の役員２名及
び従業員1名が当
社の役員を兼任し
ております。 

  

㈱イトーヨーカ堂 東京都千代田区 47,987
スーパー
ストア 

―
   36.3
    (4.9) 

(1) 同社の役員２名が
当社の役員を兼任
しております。 

(2) 当社は同社と業務
提携契約を締結し
ております。 

(3) 当社は同社より商
品を購入しており
ます。 



５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成18年２月28日現在 

(注)従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は［ ］内に１日８時間月間163時間換算の年間平均人員を外数で 

  記載しております。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成18年２月28日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は［ ］内に１日８時間月間163時間換算の年間平均人員を外数で記載してお

ります。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社グループ(当社及び連結子会社)の労働組合は、提出会社のヨークベニマル労働組合及び、連結子会社のライ

フフーズ労働組合が組織されております。 

平成18年２月28日現在における組合員数は3,105人で上部団体のＵＩゼンセン同盟流通部会に加盟しております。

労使関係は円滑に推移し、特記すべき事項はありません。 

  

事業部門の名称 従業員数(名)

小売事業 2,341［13,194］ 

食品製造加工事業 41 ［393］ 

合計 2,382［13,587］ 

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円) 

1,882［8,407］ 35.9 14.2 5,545,019 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、原油価格の高騰が続いたものの設備投資や輸出の増加などにより、順調

な景気回復が続きました。しかしながら、地域ごとの景況感にはばらつきが見られ、当社の出店エリアでもある東

北地方においては景気回復感があまり感じられない状況で推移いたしました。 

個人消費は、雇用環境が改善してまいりましたが、可処分所得の減少傾向が続くなか、消費行動の多様化が進み

ました。 

このような環境のなかで当社グループ（当社、連結子会社）は、「小商圏で繰り返し来店されるお客さまの日常

の食卓をより楽しく、豊かに、便利にする」というコンセプトの実現を目指してまいりました。「個店経営の確

立」、「商品開発の強化」、「基本４項目（フレンドリーサービス、クリンネス、鮮度と味の追求、品切れ防止）

の徹底」、「技術革新による生産性の向上」を基本方針として、200店舗体制に向けた組織と仕組みづくりに取り組

んでまいりました。 

販売面におきましては、個店経営の確立を目指し、販売計画と発注ミーティングを店組織に定着させることを最

大の課題として取り組んでまいりました。自店のお客さまの満足度を高めるために１店舗１店舗が商品動向や地域

歳時などの情報を集め、仮説を立て、販売計画に基づいた売場づくりを行い、結果を販売データで検証するマネジ

メントを進めてまいりました。また、時間帯別商品計画の作成と実行にチャレンジするとともに、１人１人の技術

やマネジメントを診断し、課題と目標を明確にしたうえで、技術教育にも取り組みました。さらに、商品在庫や什

器備品の定位置管理を通した在庫マネジメントのレベル向上や作業効率の改善にも努めました。 

食品部門につきましては、食品の安全性に対するお客さまの関心の高まりに応えるため、安全・安心で味・品質

の優れた商品や産地の開発に注力するとともに、ホームページや売場でのトレーサビリティ（生産履歴）の開示を

行ってまいりました。 

鮮魚部門では、市場感のある売場を目指して丸魚の販売強化に努め、全国の水揚げ産地からの産直ネットワーク

構築に取り組みました。精肉部門では、簡単便利でおいしい商品として、「手ごね生ハンバーグ」の商品開発と全

店での販売を行いました。青果部門では、土壌改良剤の「ムクダイ」を使用して栽培した「ムッくん」シリーズ商

品の取り組みを拡大強化しました。当期におきましては、従来の土物野菜中心から産地カレンダーに基づいて品目

を拡大し、いちごやメロンなどで生産者や園地を指定した新たな商品供給を始めました。 

加工食品では、生鮮食品の関連商品を全店統一の什器を使用した販売により買上点数を上げるとともに、メーカ

ーの海外の工場との数量契約による「むき甘栗」などの商品開発を行いました。また、デイリー食品におきまして

は、「小結白滝」や和惣菜「味菜逸品」シリーズなどのオリジナル商品の開発を進めてまいりました。 

一方、連結子会社の㈱ライフフーズが担当する惣菜部門におきましては、「ムッくん男爵コロッケ」などのコア

商品の開発と育成を図ってまいりました。また、簡単・便利で美味しいをテーマとしたレンジで温めるだけなどの

「クイックデリカ」の取り扱い店舗を前期末の９店舗から41店舗に拡大いたしました。このような取り組みによ

り、食品部門の売上高は2,528億７千２百万円（前年同期比109.3％）となりました。 

衣料部門につきましては、クールビズ対応のＹシャツや機能性の優れた商品の開発を進めてまいりました。ま

た、新店を中心とした一部の店舗で、アウター衣料の取り扱いを再開いたしました。衣料部門の売上高は200億円

（前年同期比102.8％）となりました。 

住居部門につきましては、食に関連したマーチャンダイジングの構築や季節毎の暮らしの提案を行うとともに、

収益の改善にも取り組んでまいりました。住居部門の売上高は187億７千4百万円（前年同期比103.9％）となりまし

た。 



テナント部門におきましては、店舗のリニューアルを通じたテナント構成の見直しに取り組んでまいりました。

テナント部門の売上高は149億９千２百万円（前年同期比94.1％）となりました。 

出店につきましては、平成17年４月に「赤塚店」（茨城県水戸市）と「亘理店」（宮城県亘理郡亘理町）、７月

に「坂東店」（茨城県坂東市）、９月に「中郷店」（茨城県北茨城市）、10月に「西若松店」（福島県会津若松

市）と「福田町店」（宮城県仙台市）、11月に「大河原店」（宮城県柴田郡大河原町）と「石川店」（福島県石川

郡石川町）の計８店舗を開設いたしました。一方、店舗の建て替えに伴い平成17年５月に「西若松店（食品館）」

（福島県会津若松市）の期中での一時閉店をするとともに、９月に「花春店」（福島県会津若松市）を閉店いたし

ました。 

また、平成17年９月１日付で、茨城県で食品スーパーマーケット17店舗の展開をしていた㈱スーパーカドヤを完

全子会社といたしました。その後、同社は平成18年２月に「土浦真鍋店」（茨城県土浦市）を開設いたしました。

その結果、当連結会計年度末のスーパーマーケットの店舗数は、みどりやスーパーの３店舗、スーパーカドヤの

18店舗を含め、福島県54店舗、宮城県36店舗、栃木県14店舗、山形県12店舗、茨城県21店舗の計137店舗となり、総

売場面積は前連結会計年度末に比べて62,660㎡増加し、432,389㎡となりました。 

また、旧郡山センターの老朽化と店舗増加によるキャパシティの問題から、平成17年11月15日より福島県郡山市

で商品ごとの温度管理が可能な新しい生鮮物流センターの稼働を開始いたしました。この新しい郡山センターは、

「お客さまの満足」、「従業員の作業改善」、「ローコスト運営」をコンセプトにしております。 

 当連結会計年度の業績は、営業収益が3,149億９百万円（前年同期比107.8％）、経常利益が141億７千万円（前

年同期比100.0％）、当期純利益が73億６千４百万円（前年同期比94.4％）となりました。 

  



(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度において、営業活動によるキャッシュ・フローは131億６百万円の収入となり、前年同期と比較し

て、7億４千４百万円（6.0％）の増加となりました。 

投資活動によるキャッシュ・フローは155億３百万円の支出となり、前年同期と比較して、19億６千６百万円

（11.3％）の減少となりました。これは主に、投資有価証券の取得が71億９千５百万円増加した一方で、新店及び

既存店の改装投資などによる有形固定資産の取得が16億３千６百万円減少したこと、㈱セブン＆アイ・フィナンシ

ャルセンターへの短期預け金の純増額が70億円減少したことなどによるものです。 

財務活動によるキャッシュ・フローは86億９百万円の支出となり、前年同期と比較して、68億８千５百万円

（399.6％）の増加となりました。これは主に、自己株式取得による支出が47億４千１百万円増加したこと、新しく

連結子会社となった㈱スーパーカドヤの短期借入金の返済による支出が18億７千１百万円発生したことなどによる

ものです。 

以上の結果、当連結会計年度末の現金及び現金同等物は、前連結会計年度末と比較して110億５百万円（36.5％）

減少し、192億４千７百万円となりました。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 販売実績 

当連結会計年度における売上高の内訳は、次の通りであります。 

① 商品別売上高 

  

(注) １ 『デリカテッセン』欄は、惣菜、寿司、ベーカリー、ファーストフードの売上高であります。 

２ 『その他』欄は、テナントの売上高であります。 

３ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

② 県別売上高 

  

(注) 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

商品別 

当連結会計年度
(自 平成17年３月１日 至 平成18年２月28日) 

前年同期比(％) 
売上高(百万円) 構成比(％)

生鮮食品 91,438 29.8 108.5

加工食品 67,536 22.0 110.5

デイリー食品 57,021 18.6 109.3

デリカテッセン 36,875 12.1 109.2

食料品計 252,872 82.5 109.3

衣料品 20,000 6.5 102.8

住居関連商品 18,774 6.1 103.9

その他 14,992 4.9 94.1

スーパーマーケット事業計 306,639 100.0 107.7

県別 

当連結会計年度
(自 平成17年３月１日 至 平成18年２月28日) 

前年同期比(％) 
売上高(百万円) 構成比(％)

福島県 127,798 41.7 100.2 

宮城県 91,681 29.9 104.0 

山形県 31,899 10.4 100.7 

栃木県 37,603 12.3 100.3 

茨城県 17,656 5.7 ― 

合計 306,639 100.0 107.7 



(2) 仕入実績 

当連結会計年度における仕入高の内訳は、次の通りであります。 

  

(注) １ 『デリカテッセン』欄は、惣菜、寿司、ベーカリー、ファーストフードの仕入高であります。 

２ 『その他』欄は、テナントの仕入高であります。 

３ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

商品別 

当連結会計年度
(自 平成17年３月１日 至 平成18年２月28日) 

前年同期比(％) 
仕入高(百万円) 構成比(％)

生鮮食品 64,748 30.5 108.9

加工食品 54,761 25.8 110.5

デイリー食品 39,623 18.7 110.2

デリカテッセン 12,036 5.7 108.2

食料品計 171,170 80.7 109.7

衣料品 13,265 6.2 102.5

住居関連商品 14,022 6.6 104.3

その他 13,749 6.5 94.1

スーパーマーケット事業計 212,208 100.0 107.7



３ 【対処すべき課題】 

小売業の取り巻く環境は、個人消費の本格的回復が期待できない状況のなか、出店による店舗間競争は一段と激

しさを増してくると思われます。また、商品によって品質や機能、価格の基準を使い分ける消費行動へのきめ細か

な対応も求められています。 

このような経営環境のなかで生き残っていくため、当社グループは次年度におきましても「個店経営の確立」、

「商品開発の強化」、「基本４項目（フレンドリーサービス、クリンネス、鮮度と味の追求、品切れ防止）の徹

底」、「技術革新による生産性の向上」という基本方針は変えず、これらの方針のスピーディーな実行と徹底に取

り組んでまいります。また、変化するお客さまのニーズに的確に対応していくため、充実させるカテゴリーを明確

にするとともに、ひとつひとつのカテゴリーの品揃えの見直しも行う予定です。 

なお、当社は平成18年９月１日より㈱セブン＆アイ・ホールディングスの完全子会社となります。 

今後は、㈱セブン＆アイ・ホールディングスのスーパーマーケット事業の中核として、より一層の情報の共有

化、シナジー効果の追求を行ってまいります。 

  

４ 【事業等のリスク】 

以下において、当社グループの事業等のリスクについて、投資家の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項

を記載しております。ただし、以下は当社グループの全てのリスクを網羅したものではなく、記載されたリスク以

外のリスクも存在します。 

なお、文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日現在において、当社グループが判断したもので

あります。当社グループは、これらリスクの発生の可能性を認識したうえで、発生の回避および発生した場合の対

応に努め事業活動を行っておりますが、これら全てのリスクを完全に回避するものではありません。 

  

(1)国内市場の動向等 

当社グループの大部分は、日本国内において事業展開を行っております。そのため、景気や個人消費の動向など

国内の経済状態が、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。また、当社グループは、消費者ニーズ

への対応の一環として販売計画に基づいた季節商品の取扱・開発を積極的に行っていますが、異常気象により予想

外の消費行動の変化が生じた場合、当社グループの業績及び財務状況に影響を及ぼす可能性があります。 

  

(2)特定の原産地・取引先・製品・技術等への依存 

当社グループでは、その事業活動において特定の取引先・製品・技術等に大きく依存することのないようその分

散化を図っています。しかしながら、商品または原材料の仕入国・地域における政治事変の発生、テロ・戦争の勃

発、自然災害等により、仕入ルートの一部が遮断され、限定的ではありますが、当社グループの業績に影響を及ぼ

す可能性があります。 

  

(3)商品の安全性および表示 

 当社グループは、関係法令の規制に基づき、食品衛生に関わる設備の充実、取引先を含めた一貫した商品管理の

徹底、チェック体制の確立など、お客様に安全な商品と正確な情報をお伝えするよう努めております。しかしなが

ら、当社グループの取り組みを超えた問題が発生した場合には、それによる当社グループの商品に対する信頼の低

下、対応コストの発生等、当社グループの業績および財務状況に影響を及ぼす可能性があります。また、当社グル

ープの商品の安全性に向けた取り組みにもかかわらず当社グループの取扱商品について重大な商品事故等が発生し

た場合は、商品回収や製造物責任賠償が生じることもあり、当社グループの業績及び財務状況に影響を及ぼす可能

性があります。 

  



(4)商品開発 

当社グループは、差別化の一環としてオリジナル商品の開発を積極的に行っており、その開発にあたっては、安

全性への配慮・消費者ニーズへの合致および新たなニーズの創出を図っています。しかしながら、万が一、オリジ

ナル商品について事故が発生したり、消費者ニーズの急激な変化により結果として商品が消費者ニーズに合致しな

かった場合は、ロイヤリティーの低下・売上の低迷等により、当社グループの業績および財務状況に影響を及ぼす

可能性があります。 

  

(5)地震等自然災害・事故等 

当社グループは、安全で快適な店舗づくりという観点から、自然災害や事故等からお客様を守るため、店舗の耐

震性、防災対応マニュアルの整備、避難訓練の実施等、店舗設計や運営において様々な配慮を行い、平素より想定

される事態に対し、できうる限りで対策を講じてはおりますが、地震・台風等の大規模自然災害により取引先の工

場倉庫・輸送手段等が被災し、商品供給が影響を受けた場合や、大規模な事故の発生により当社グループの店舗や

その他の事業活動が一部中断せざるを得ないような場合、当社グループの業績および財務状況に影響を及ぼす可能

性があります。 

  

(6)情報システム等の事業インフラ 

当社グループでは、店舗における売上・仕入管理等の情報システムの運営管理を信頼できる外部業者に委託しそ

の安全管理体制の構築を図っていますが、自然災害、ソフトウェア・ハードウェアの欠陥等によりシステム障害が

発生した場合、店舗運営に支障をきたすこととなり、当社グループの業績および財務状況に影響を及ぼす可能性が

あります。 

また、物流や商品供給等の重要なインフラの業務委託先の技術力や収益力等が著しく低下した場合や当該業務委

託先との契約の継続が困難となった場合も、当社グループの業績および財務状況に影響を及ぼす可能性がありま

す。 

  

(7)債権管理 

当社グループは、店舗貸主に差し入れた敷金・保証金について抵当権等の担保設定によりその保全に努めており

ます。しかしながら、店舗貸主の経済条件の悪化、担保物件の価値の下落等が発生した場合、当社グループの業績

および財務状況に影響を及ぼす可能性があります。 

  

  

(8)減損会計・退職給付債務等 

 当社グループでは、減損会計を既に適用しておりますが、今後も、実質的価値が下落した当社グループの保有資

産（投資有価証券を含む）や収益性の低い店舗等について減損処理がさらに必要となった場合、当社グループの業

績および財務状況に影響を及ぼす可能性があります。 

 また、当社グループの退職給付債務は、割引率や年金資産の期待運用収益率等の数値をもとに算出しています

が、これらの前提となる国内の株価や金利について予想外の変動が生じた場合やそれらにより年金資産の運用成績

が悪化した場合、また年金制度の変更が生じた場合、当社グループの業績および財務状況に影響を及ぼす可能性が

あります。 

 なお、当社グループの繰延税金資産については、合理的な方法により将来の課税所得を見積もった上で計上して

いますが、予想外の国内の経済情勢や消費行動の変動により課税所得の見積を減額する必要が生じた場合は、繰延

税金資産の調整額が費用として計上され、当社グループの業績および財務状況に影響を及ぼす可能性があります。

  



(9)個人情報保護法 

平成17年４月１日から全面的に施行された個人情報保護法は、個人情報を取り扱う事業者に対して、個人情報を

安全に管理する義務、利用目的を特定し当該利用目的に限定して個人情報を利用する義務などを定めています。当

社グループも多様な個人情報を取り扱っているため、従業員の意識改革を行うとともに、保管場所の改善や機密文

書のセキュリティ強化など法の遵守に努めておりますが、当社グループの取り組みを超えた事故等により個人情報

の流出が発生した場合には、当社グループの社会的信用の低下・顧客からの損害賠償請求など、当社グループの業

績および財務状況に影響を及ぼす可能性があります。 

  

(10)その他法改正 

消費税法の改正による消費税率の変更や短時間労働者に対する社会保険適用基準の拡大等の各種法令の改正や従

来の商慣行が変化した場合、新たな対応コストが発生し、また、従来の事業内容を変更する必要が生じることとな

り、その結果、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

５ 【経営上の重要な契約等】 

(提出会社) 

(1)業務提携契約の締結 

当社は、株式会社イトーヨーカ堂と次の内容の業務提携契約を締結しております。 

① 同社と当社は提携関係の基本精神に則り、協調関係を維持推進する。 

② 同社は当社が必要とする商品を全面的に供給する。 

③ 同社はその所有する商標を当社が使用することを許諾する。 

④ 当社は同社に、業務提携に基づく対価として一定のロイヤリティーを支払う。 

(2)株式会社セブン＆アイ・ホールディングスとの株式交換について 

当社は、平成１８年４月１１日に株式会社セブン＆アイ・ホールディングスの完全子会社となることを目的とす

る株式交換契約を締結し、平成１８年５月１９日開催の定時株主総会において承認をうけております。 

詳細につきましては、「第５ 経理の状況 １ 連結財務諸表等 （１）連結財務諸表 注記事項」の「重要な

後発事象」および「第５ 経理の状況 ２ 財務諸表等 （１）財務諸表 注記事項」の「重要な後発事象」に記

載しております。 

  

６ 【研究開発活動】 

特記すべき事項はありません。 

  

７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

当社グループに関する財政状態及び経営成績の分析・検討内容は、原則として連結財務諸表に基づいて分析した

内容であります。 

  

(1)重要な会計方針及び見積り 

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されて

おります。この連結財務諸表の作成にあたって採用している重要な会計方針は、「第５ 経理の状況 １ 連結財

務諸表等 (1) 連結財務諸表」の「連結財務諸表作成のための基本となる事項」に記載のとおりです。なお、連

結財務諸表作成におきましては、過去の実績やその時点で合理的と考えられる情報に基づき会計上の見積りを行っ

ておりますが、見積りには不確実性が伴い、実際の結果は異なる場合があります。 

  



(2)当連結会計年度の経営成績の分析 

当社グループの連結会計年度の経営成績は、売上高が、前連結会計年度に比べ218億５千２百万円増加し、3,066

億３千９百万円（前年同期比107.7％）となりました。その主な要因は、株式会社スーパーカドヤを連結子会社化

したことや、前年度に開設した７店舗が年間稼動したことなどです。 

よって、売上総利益は、前連結会計年度に比べ65億７千４百万円増加し、885億２千万円となりました。 

さらに、営業収入も、前連結会計年度に比べ９億１千４百万円増加し、82億６千９百万円となりました。 

一方、販売費及び一般管理費は、新規店舗の開設に伴う新店費用等の増加や外形標準課税の導入により、前連結

会計年度に比べ77億７千４百万円増加し、827億１百万円となりました。 

その結果、営業利益は、前連結会計年度に比べ２億８千５百万円減少し、140億８千８百万円（前年同期比

98.0％）となりました。 

営業外収益は、前連結会計年度に比べ８千万円増加し、２億６千２百万円となりました。 

営業外費用は、前連結会計年度に比べ２億１千１百万円減少し、1億７千９百万円となりました。 

その結果、経常利益は前連結会計年度に比べ６百万円増加し、141億７千万円（前期比100.0％）となりました。

特別利益は、前連結会計年度に比べ資産の売却により１千万円増加し、２千２百万円となりました。 

特別損失は、前連結会計年度に比べ10億４百万円増加し、13億３千１百万円となりました。これは、システム統

合費用５億４千５百万円が新たに発生したことなどによります。 

    その結果、税金等調整前当期純利益は、前連結会計年度に比べ９億８千７百万円減少し128億         

   ６千１百万円(前年同期比92.9％)となりました。 

    法人税、住民税及び事業税55億７千１百万円、法人税等調整額（▲）７千４百万円を加減算した当期純利益

は、前連結会計年度に比べ４億３千５百万円減少し、73億６千４百万円（前年同期比94.4％）となりました。 

    また、１株当たり当期純利益は 144円73銭となり前連結会計年度に比べ８円40銭減少しました。  

  

(3)財政状態の分析 

 総資産は前連結会計年度末に比べ102億２千万円増加し、1,518億８百万円となりました。これは主に、新店等の

投資により有形固定資産が90億５千５百万円の増加、㈱スーパーカドヤの株式取得に伴う連結調整勘定が25億６千

４百万円の増加したこと、投資有価証券が79億７千１百万円増加した一方で、当該資産の取得により現金及び預金

預金が70億５百万円減少したこと、及びコマーシャル・ペーパーの有価証券が39億９千９百万円減少したことなど

によるものです。 

負債は前連結会計年度に比べ39億３千９百万円増加し、282億２千７百万円となりました。これは主に、買掛金

14億４千２百万円の増加、及び新店等の設備投資により、流動負債のその他18億７千７百万円の増加などによるも

のです。 

自己資本は前連結会計年度末に比べ62億８千万円増加しました。これは主に、当期純利益73億６千４百万円、配

当金の支払い19億３千６百万円などによるものです。 

この結果、１株当たり純資産額は2,441円30銭、自己資本比率81.4％となりました。  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当社グル－プ（当社及び連結子会社）の当連結会計年度の設備投資は、127億７千２百万円であります。その主な内

訳は店舗網の拡充を図るための「赤塚店」(茨城県水戸市)、「亘理店」(宮城県亘理郡亘理町)、「坂東店」(茨城県坂

東市)、「中郷店」(茨城県北茨城市)、「西若松店」(福島県会津若松市)、「福田町店」(宮城県仙台市)、「大河原

店」(宮城県柴田郡大河原町)、「石川店」(福島県石川郡石川町)、「スーパーカドヤ土浦真鍋店」（茨城県土浦市）

の９店舗の新設と、既存店の販売力強化を図るため白河高山店など12店舗の改装をいたしました。 

  

また、当連結会計年度において重要な設備の除却、売却等につきましては、「西若松店」の食品館(福島県会津若松

市)、「花春店」(福島県会津若松市)、の立て替えに伴う店舗閉鎖や既存店の改装などによる設備の除却を行いまし

た。 

その結果、固定資産廃棄損として３億１千２百万円計上しております。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  



２ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

  

(注) １ 現在休止中の主要な設備はありません。 

２ 従業員数の [  ] は、臨時従業員数を外書きしております。 

３ 上記の他、連結会社以外からの主要な賃借設備の内容は下記のとおりです。 

  

事業所名 
(所在地) 

設備の内容 

帳簿価額(百万円)
従業員数
(名) 土地

(面積㎡) 
建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

器具備品 合計 

福島県 
浜田店 
(福島県福島市) 
他計52店舗 

店舗 
9,149

(160,120)
9,333 － 685 19,169 

 617
[3,358]

宮城県 
仙台荒巻店 
(宮城県仙台市青葉区) 
他計36店舗 

店舗 
3,312
(63,191)

7,073 － 530 10,916 
478

[2,657]

山形県 
南陽店 
(山形県南陽市) 
他計12店舗 

店舗 
3,463
(45,376)

4,466 － 192 8,122 
142
[832]

栃木県 
黒磯店 
(栃木県黒磯市) 
他計14店舗 

店舗 
474

(5,840)
2,656 － 169 3,300 

194
[925]

茨城県 
赤塚店 
(茨城県水戸市) 
他計３店舗 

店舗 
2,104

(106,443)
1,634 － 147 3,886 

71
[220]

本部 
(福島県郡山市)他 

本部 － 180 0 98 279 
380
[415]

その他 ―
5,596

(182,283)
361 － 13 5,970 －

合計 
24,101
(563,253)

25,706 0 1,837 51,645 
1,882
[8,407]

事業所名 
(所在地) 

設備の内容 
主なリース期間

(年) 
年間リース料
(百万円) 

リース契約残高 
(百万円) 

仙台荒巻店 
(宮城県仙台市青葉区) 
他計116店舗及び 
物流センター 

冷凍ケース等の
店舗用機器 

５ 1,426 3,401 



(2) 国内子会社 

  

(注) １ 現在休止中の主要な設備はありません。 

２ 従業員数の［ ］は、臨時従業員数を外書きしております。 

３ 上記の他、連結会社以外からの主要な賃借設備の内容は下記のとおりです。 

  

  

会社名 
事業所名 
(所在地) 

設備の内容 

帳簿価額(百万円)
従業員数
(名) 土地

(面積㎡) 
建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

器具備品 合計 

㈱ライフフーズ 
工場他 
(福島県 
郡山市) 

工場等 
1,099
(31,154)

4,393 996 758 7,247 
231

[4,212]

㈱スーパー 
カドヤ 

羽鳥東店他 
（茨城県 
小美玉市) 

店舗等 
910

(12,707)
2,573 17 112 3,613 

236
[814]

㈱みどりや 
スーパー 

富岡店他 
(福島県双葉郡
富岡町) 

店舗等 
59

(2,743)
358 ― 52 471 

33
[154]

事業所名 
(所在地) 

設備の内容 
主なリース期間

(年) 
年間リース料
(百万円) 

リース契約残高 
(百万円) 

仙台荒巻店 
(宮城県仙台市青葉区) 
他計137店舗及び本部他 

冷凍ケース等の
店舗用機器 

５    154 497 



３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

  

(注) １ 今後の所要資金は、全て自己資金によりまかなう予定であります。 

２ 予算金額には、差入保証金が含まれております。 

３ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 重要な設備の除却等 

  

  

  
会社名 事業所名 

(所在地) 
設備の 
 内容 

予算金額
(百万円)

既支払額
(百万円)

今後の
所要金額 
(百万円) 

着工(予定)
年月 

完成(予定) 
年月 

年間売上
増加予定
額 

(百万円)
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
提出 
会社 

利府野中店 
（宮城県宮城郡利府町） 

店舗 775 662 113
平成 年 月

17.９ 
平成 年 月 
18.３ 

2,300

ひたちなか店 
（茨城県ひたちなか市） 

店舗 717 410 306 17.９ 18.３ 2,400

花春店 
（福島県会津若松市） 

店舗 500 315 185 17.11 18.４ 2,200

エブリア店 
（福島県いわき市） 

店舗 573 139 434 18.２ 18.４ 2,200

石巻蛇田店 
（宮城県石巻市） 

店舗 540 191 348 17.11 18.４ 2,100

市名坂店 
（宮城県仙台市） 

店舗 2,861 2,371 490 17.10 18.５ 2,900

足利店 
（栃木県足利市） 

店舗 600 254 345 18.３ 18.６ 2,200

南中山店〔仮称〕 
（宮城県仙台市） 

店舗 936 345 590 18.５ 18.９ 2,000

石岡店〔仮称〕 
（茨城県石岡市） 

店舗 752 － 752 18.５ 18.10 2,300

新南陽店〔仮称〕 
（山形県南陽市） 

店舗 766 297 469 18.５ 18.11 2,100

  
   国内 
子会社 

郡山第２ファクトリ－ 
（福島県郡山市） 

工場 1,599 － 1,599 17.12 18.６ －

水戸小吹店〔仮称〕 
（茨城県水戸市） 

店舗  744 57 687 18.５ 18.10 2,000

会社名 
事業所名 
(所在地) 

設備の内容 除却等の(予定)年月 

提出会社 
南陽店 
（山形県南陽市) 

店舗除却 平成18年11月

国内子会社 
新守谷店
（茨城県守谷市) 

店舗除却 平成18年３月

国内子会社 
石岡並木店 
（茨城県石岡市） 

店舗除却 平成18年４月



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

(注) 「株式の消却が行われた場合は、これに相当する株式数を減ずる」旨を定款に定めております。 

なお、平成18年５月19日開催の定時株主総会において定款の一部変更が行われ、当該定めは削除されました。 

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

(注) ㈱みどりやスーパーとの株式交換(交換比率1:39.5)による増加であります。 

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 100,000,000

計 100,000,000

種類 
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成18年２月28日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年５月29日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 50,634,535 50,634,535
東京証券取引所
(市場第一部) 

― 

計 50,634,535 50,634,535 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 
(百万円) 

平成14年９月１日 395,000 50,634,535 ― 9,927 835 12,445



(4) 【所有者別状況】 

平成18年２月28日現在 

(注) １ 自己株式49,001株は「個人その他」に490単元、「単元未満株式の状況」に１株含まれております。 

  なお、株主名簿記載上の自己株式数と、平成18年２月28日現在の実質的な所有株式数は同一であります。 

２ 「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、19単元含まれております。 

  

(5) 【大株主の状況】 

平成18年２月28日現在 

(注) １ 上記の所有株式数のうち信託業務に係る株式数は次のとおりであります。 

 日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）       3,435千株 

  日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）          2,105千株 

  日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口４）       852千株 

２ 株式会社イトーヨーカ堂は、平成18年３月１日を分割期日とする新設分割を行い、当該会社分割後、当社株式を保有する

分割会社が、同日を合併期日として株式会社セブン＆アイ・ホールディングスに吸収合併されたことに伴い、株式会社セ

ブン＆アイ・ホールディングスが上記一覧表中の株式会社イトーヨーカ堂に代わり当社の大株主となっております。 

３ 株式会社セブン＆アイ生活デザイン研究所は、平成17年９月１日をもって株式会社ＩＹＧ生活デザイン研究所が社名変更

したものです。 

区分 

株式の状況(１単元の株式数100株)
単元未満
株式の状況
(株) 

政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等 個人
その他 

計 
個人以外 個人

株主数 
(人) 

― 71 29 275 117 1 3,456 3,949 ―

所有株式数 
(単元) 

― 115,575 6,202 202,334 99,967 1 81,631 505,710 63,535

所有株式数 
の割合(％) 

― 22.85 1.23 40.01 19.77 0.00 16.14 100.00 ―

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

株式会社イトーヨーカ堂 東京都千代田区二番町８番地８ 15,884 31.37

ノーザン トラスト カンパニ
ー（エイブイエフシー）サブ 
アカウント アメリカン クラ
イアント 
（常任代理人 香港上海銀行東
京支店） 

155 BISHOPSGATE LONDON EC2M 3XS,UK
（東京都中央区日本橋３丁目11番１号） 

4,255 8.40

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口） 

東京都中央区晴海１丁目８番11号 3,435 6.78

株式会社セブン&アイ生活デザ
イン研究所 

東京都千代田区二番町８番地８ 2,476 4.89

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口） 

東京都港区浜松町２丁目11番３号 2,105 4.16

大髙善興 福島県郡山市長者２丁目７番19号 1,699 3.36

大髙善二郎 福島県郡山市桃見台５番15号 853 1.69

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口４） 

東京都中央区晴海１丁目８番11号 852 1.68

ゴールドマン・サックス・イン
ターナショナル 
（常任代理人 ゴールドマン・
サックス証券会社東京支店） 

133 FLEET STREET LONDON EC4A 2BB,UK
（東京都港区六本木６丁目10番１号
六本木ヒルズ森タワー） 

727 1.44

ヨークベニマル従業員持株会 福島県郡山市朝日２丁目18番２号 679 1.34

計 32,968 65.11



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年２月28日現在 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,900株(議決権19個)含まれて 

おります。 

２ 「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式１株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年２月28日現在 

  

(7) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式 

49,000 
―

権利内容に何ら限定のない 
当社における標準となる株式 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

50,522,000 
505,220 同上 

単元未満株式 
普通株式 

63,535 
― 同上 

発行済株式総数 50,634,535 ― ― 

総株主の議決権 ― 505,220 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
株式会社ヨークベニマル 

福島県郡山市朝日二丁目
18番２号 

49,000 ― 49,000 0.10

計 ― 49,000 ― 49,000 0.10



２ 【自己株式の取得等の状況】 

(1) 【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

 【株式の種類】  普通株式 

イ 【定時総会決議による買受けの状況】 

  該当事項はありません。 

  

ロ 【子会社からの買受けの状況】 

  該当事項はありません。 

  

ハ 【取締役会決議による買受けの状況】 

平成18年５月19日現在 

(注) 資本政策に機動的に対応しうる手段として、平成17年６月13日の取締役会において自己株式の取得枠を設定いたしました

が、経済情勢や市場動向の経営環境を総合的に勘案して自己株式の取得を行っているため、未行使割合が高くなっておりま

す。 
  

平成18年５月19日現在 

  
平成18年５月19日現在 

  
平成18年５月19日現在 

  

区分 株式数(株) 価額の総額(円) 

取締役会での決議状況 
(平成17年６月13日決議) 

1,500,000 4,500,000,000 

前決議期間における取得自己株式 6,100 18,264,000 

残存決議株式数及び価額の総額 1,493,900 4,481,736,000 

未行使割合(％) 99.6 99.6 

区分 株式数(株) 価額の総額(円) 

取締役会での決議状況 
(平成17年６月29日決議) 

479,000 1,465,740,000 

前決議期間における取得自己株式 479,000 1,465,740,000 

残存決議株式数及び価額の総額 ― ― 

未行使割合(％) ― ― 

区分 株式数(株) 価額の総額(円) 

取締役会での決議状況 
(平成17年７月11日決議) 

995,500 3,086,050,000 

前決議期間における取得自己株式 654,000 2,027,400,000 

残存決議株式数及び価額の総額 341,500 1,058,650,000 

未行使割合(％) 34.3 34.3 

区分 株式数(株) 価額の総額(円) 

取締役会での決議状況 
(平成17年８月２日決議) 

377,100 1,180,323,000 

前決議期間における取得自己株式 377,100 1,180,323,000 

残存決議株式数及び価額の総額 ― ― 

未行使割合(％) ― ― 



ニ 【取得自己株式の処理状況】 

  平成18年５月19日現在 

(注) 平成17年９月１日実施の株式交換に係る自己株式の処分によるものであります。 

  

ホ 【自己株式の保有状況】 

  平成18年５月19日現在 

(注) 「保有自己株式数」の欄には、単元未満株式の買取りによる自己株式は含まれておりません。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

該当事項はありません。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

該当事項はありません。 

  

区分 株式数(株) 価額の総額(円) 

新株発行に関する手続きを準用する処分を行
った取得自己株式 

― ― 

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― 

合併、株式交換、会社分割に係る取得自己株
式の移転 

1,680,000 5,075,503,562 

区分 株式数(株) 

保有自己株式数 36,200 



３ 【配当政策】 

 当社では、株主資本利益率の向上と配当性向を重視した利益還元を配当政策の基本としてまいりました。当期よ

り、この方針をさらに積極化するため目標数値を明確にし、配当性向30％を維持しつつ、将来的に35％を目指すこと

といたしました。今後ともこの基本方針に沿うべく業績の向上に努め、積極的な利益還元により企業価値を高めてま

いります。 

 当期の期末配当金は１株当たり21円と決議されました。中間配当金を加えた通期の配当金は１株当たり41円とな

り、配当性向は30.4％となります。 

 内部留保につきましては、新店投資、既存店改装投資、情報システム投資等に活用し、業績の向上に努めてまいり

ます。 

(注) 当期の中間配当に関する取締役会決議日は平成17年10月６日であります。 

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

(2) 【最近６ヶ月間の月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

回次 第39期 第40期 第41期 第42期 第43期 

決算年月 平成14年２月 平成15年２月 平成16年２月 平成17年２月 平成18年２月 

最高(円) 3,360 3,370 2,945 3,780 4,360

最低(円) 2,495 2,085 2,070 2,565 2,835

月別 平成17年９月 平成17年10月 平成17年11月 平成17年12月 平成18年１月 平成18年２月

最高(円) 3,340 3,480 3,880 4,120 4,360 4,250

最低(円) 3,180 3,220 3,260 3,600 3,650 3,660



５ 【役員の状況】 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式
数 
(千株) 

代表取締役 
会長 

最高経営責任者 
(CEO) 佐 藤 信 武 昭和13年８月８日生

昭和39年10月 東京出版販売㈱(現㈱トーハン)退職 

2

昭和39年11月 ㈱イトーヨーカ堂入社

昭和52年５月 同社取締役

昭和58年４月 同社常務取締役

昭和60年５月 同社専務取締役

平成５年５月 同社取締役副社長

平成12年５月 当社代表取締役会長(現任)

平成15年５月 当社最高経営責任者(CEO)(現任) 
平成15年５月 ㈱イトーヨーカ堂取締役副会長(現任) 

代表取締役 
社長 

最高執行責任者 
(COO) 大 髙 善 興 昭和15年３月１日生

昭和33年４月 ㈱紅丸商店(現㈱ヨークベニマル)入社 

1,699

昭和38年10月 当社常務取締役

昭和52年３月 当社販売本部長

昭和59年５月 当社専務取締役

平成２年２月 当社営業本部長

平成５年５月 ㈱ヨークマート取締役

平成６年５月 当社取締役副社長

平成８年３月 当社管理本部長

平成９年３月 当社企画・開発本部長

平成10年４月 ㈱ライフフーズ代表取締役会長(現任) 
平成12年５月 当社代表取締役社長(現任) 

平成14年９月 ㈱みどりやスーパー代表取締役社長 
平成15年５月 当社最高執行責任者(COO)(現任) 
平成17年９月 ㈱スーパーカドヤ代表取締役会長(現任) 

取締役 専務執行役員 
業務本部長 清 野 眞 孝 昭和20年５月１日生

昭和49年２月 当社入社

10

平成４年２月 当社総務部総括マネジャー

平成６年４月 当社総務室長

平成６年５月 当社取締役

平成７年３月 当社総務室長兼財務室長

平成８年５月 当社常務取締役

平成10年２月 当社業務本部長(現任)

平成10年５月 当社専務取締役

平成14年９月 ㈱みどりやスーパー取締役

平成15年５月 当社専務執行役員(現任)

平成18年５月 当社取締役(現任)

取締役 専務執行役員 
営業本部長 石 﨑 耕 一 昭和23年７月28日生

昭和47年３月 当社入社 

2

昭和63年２月 当社精肉部総括マネジャー

平成９年３月 当社情報システム部総括マネジャ－ 
平成10年２月 当社食品事業部長

平成10年４月 ㈱ライフフーズ取締役

平成10年５月 当社取締役

平成12年５月 当社常務取締役

平成15年５月 当社常務執行役員

平成16年５月

平成16年５月

当社専務取締役

当社専務執行役員(現任) 
平成18年２月 当社営業本部長(現任)

平成18年５月 当社取締役(現任)

取締役 常務執行役員 
企画室長 新 井 隆 二 昭和21年12月18日生

昭和52年９月 日本エクスラン工業㈱退職

2

昭和52年９月 当社入社 

昭和59年２月 当社企画部総括マネジャー 

昭和63年２月 当社総合企画室長 

平成４年２月 当社企画室長(現任) 

平成４年５月 当社取締役 

平成８年５月 当社常務取締役 

平成14年９月 ㈱みどりやスーパー監査役 

平成15年５月 当社常務執行役員(現任) 

平成18年５月 当社取締役(現任) 



  

(注) １ 監査役神田郁夫及び唐松公三は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

２ 当社では、各人の責任範囲と達成目標をより明確にし、経営の意思決定や実行の迅速化・効率化を図り、それぞれの業務

執行に専念させ、経営の管理・監督機能と方針決定された目標の執行機能を明確にする執行役員制度を導入しておりま

す。 

執行役員28名のうち、取締役を兼務していない執行役員は、以下の22名であります。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式
数 
(千株) 

取締役 常務執行役員 
販売事業部長 真 船 幸 夫 昭和32年７月29日生

昭和55年３月 当社入社 

1

平成９年３月 当社販売本部総括マネジャー 

平成９年11月 当社精肉部シニアスーパーバイザー 

平成13年２月 当社商品企画室長 

平成14年６月 当社新店プロジェクトリーダー 

平成15年２月 当社販売事業部長(現任) 

平成15年５月 当社執行役員 

平成16年５月

平成17年５月

当社取締役(現任) 

㈱ライフフーズ取締役(現任) 

平成18年５月 当社常務執行役員(現任) 

常勤監査役   大 髙   勤 昭和18年２月12日生

昭和36年３月 ㈱紅丸商店(現㈱ヨークベニマル)入社 

0

昭和52年３月 当社郡山南地区ディストリクトマネジャー 

昭和61年２月 当社消費者室総括マネジャー 

平成10年２月 当社SO部総括マネジャー兼消費者室長 

平成12年２月 当社副社長付 

平成12年４月 ㈱ライフフーズ監査役(現任) 

平成12年５月 当社常勤監査役(現任) 

平成17年９月 ㈱スーパーカドヤ監査役(現任) 

常勤監査役   近 藤 富 男 昭和25年３月９日生

昭和47年３月 当社入社 

0

平成５年３月 当社第二販売事業部総括マネジャー 
平成７年３月 当社販売本部長付総括マネジャー 

平成８年３月 当社店舗開発部総括マネジャー 
平成12年５月 当社常勤監査役(現任) 

監査役   神 田 郁 夫 昭和21年10月１日生

昭和44年３月 ㈱イトーヨーカ堂入社 

―

平成４年２月 同社事務管理部総括マネジャー 
平成14年５月 同社監査役(現任) 

平成15年５月 当社監査役(現任) 
平成17年９月 ㈱セブン＆アイ・ホールディングス監査役

(現任) 

監査役   唐 松 公 三 昭和25年９月26日生

昭和49年３月 ㈱イトーヨーカ堂入社 

―

平成12年２月 同社関係会社部総括マネジャー 

平成14年２月 同社関係会社統括部総括マネジャー 

平成15年５月 当社監査役(現任) 

平成16年２月 ㈱イトーヨーカ堂関係会社統括部マネジャ

ー 

平成17年９月 ㈱セブン＆アイ・ホールディングス監査室

オフィサー 

平成18年５月 同社事業推進部オフィサー(現任) 

計 1,719

役職 氏名

専務執行役員 社長室長兼監査室長 小 松 正 樹

常務執行役員 開発室長 財 津   憲

常務執行役員 総務室長 加 藤 雅 実

常務執行役員 人事室長 佐 藤 伸 一

常務執行役員 衣料事業部長 佐々木 良 男

執行役員 財務室長 三 澤   隆

執行役員 食品事業部長 布 施 京 三



  

  

役職 氏名

執行役員 物流事業部長 大 竹 正 人

執行役員 ＮＳＣ開発プロジェクト・リーダー 井 村 誠 治

執行役員 
㈱スーパーカドヤ取締役執行役員副
社長 

桝 井 恭 児

執行役員 茨城ゾーンマネジャー 小檜山 宣 幸

執行役員 仙台ゾーンマネジャー 大 友 洋一郎

執行役員 郡山ゾーンマネジャー 小田嶋 良 雄

執行役員 
北京王府井洋華堂商業有限公司
副総経理 

猪 俣   淳

執行役員 
㈱スーパーカドヤ取締役常務執行役
員 

野 地 善 伊

執行役員 鮮魚部シニアスーパーバイザー 有 馬 善 二

執行役員 システム管理室長 橋 本   孝

執行役員 デイリー食品部シニアバイヤー 芳 賀 英 文

執行役員 会津ゾーンマネジャー 熊 川 栄 喜

執行役員 仙北ゾーンマネジャー 続 橋 秀 次

執行役員 人事部総括マネジャー 渡 辺   一

執行役員 精肉部シニアバイヤー 荒 川 春 雄



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1)コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は、株式会社セブン＆アイ・ホールディングスのグループ企業の一員として、経営環境の変化に対応し、経

営管理組織の整備を進めてまいりました。具体的には①コーポレート・ガバナンスの強化、②永続的な企業成長、

③強固な経営基盤の構築を最大の使命と捉え、業務の遂行をしております。特に、コーポレート・ガバナンスにお

きましては、その充実を図る上で、①業務の有効性と効率性、②財務報告の信頼性、③事業活動における法令の遵

守、④資産の適正な保全、という４つの具体的課題を掲げております。また、この課題に真摯に取組むことが当社

に課せられた至上命題であると認識し、その結果として長期的な企業価値の拡大をもたらすものと考えておりま

す。 

この目的の達成に向けて、当社はグループシナジーの追求を推進するとともに、モニタリングに基づく経営資源

の適正配分を実施し、事業範囲における責任を全うするとともに、自立性を発揮しながら、利益の成長及び資本効

率の向上を追求してまいります。 

  

(2)コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

①会社の機関の内容 

当社は、監査役制度を軸に経営のモニタリングを実施しております。監査役会は４名（うち２名は社外監査

役）で構成しており、各監査役は、取締役会その他重要な会議に出席するほか、代表取締役との意見交換や定期

的に取締役等から業務の執行状況を聴取するなどして、取締役の職務の執行を監査しております。また、当社

は、監査室を設置し、当社の連結子会社の内部監査の確認と指導を行う「統括機能」と当社自体の「内部監査機

能」を持たせるとともに、株式会社セブン＆アイ・ホールディングス監査役との情報交換を積極的に行い、統括

機能及び内部監査機能の強化を図っています。 

当社の取締役会は、13名の取締役（うち１名は社外取締役）で構成されております。なお、平成18年５月19日

開催の定時株主総会における取締役選任の決議を経て、６名の取締役（社外取締役はおりません）で構成される

こととなりました。また、変化の激しい経営環境の中でも迅速な意思決定と業務執行を実行できるよう、執行役

員制度を導入し、取締役会の監督機能と執行役員の業務執行機能を分離し、取締役会は「経営戦略の立案」と

「業務執行の監督」、執行役員は「業務執行」にそれぞれ専念できる環境を整備しております。 

なお、当社は、会計監査を担当する会計監査人として中央青山監査法人と監査契約を締結しているほか、複数

の法律事務所から必要に応じて助言と指導を受けられる体制を構築しております。 

  

②内部統制システムの整備の状況 

当社は、会社法及び会社法施行規則の定める「取締役の職務が法令及び定款に適合することを確保する体制の

整備」並びに「その他株式会社の業務の適正を確保するために法務省令が定める体制の整備」に関して、以下の

ような体制の確立・推進を進めております。 

１ 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

業務執行に関する文書（電磁的記録を含む）・情報を適正に保存・管理するため、文書管理規程を策定する

とともに、運用状況を点検し、適宜改善に努める。 

当社全体の情報管理についても、既存の規程等を確認し、その標準化と運用状況の点検を行う。 

２ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

 社長を委員長とする企業行動委員会の下に「内部統制推進プロジェクト」を立ち上げ、同プロジェクトは、

当社及び連結子会社の業務執行に関し、リスクの所在の認識と対策を適正に行うため、リスク管理方針を策定

し、同方針にもとづき、リスク管理状況を検証する。 

３ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 



決裁権限規程、職務権限規程、組織規程等各種規程にもとづき、適正な職務執行を行うとともに、上記「内

部統制推進プロジェクト」の活動により、業務の効率性を点検し、適宜見直しを行う。 

４ 使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

当社及び連結子会社は従来から、「企業倫理行動基準」及び「規定集」において、信頼される誠実な企業で

あるために、経営倫理を尊重した企業行動に徹し、法令・ルール、社会的規範を遵守し、社会から求められる

企業の社会的責任を果たすことを宣言し、企業行動委員会を設置してその下でヘルプラインの運用を行い、ま

た、株式会社セブン＆アイ・ホールディングスにおけるフェアトレード（FT）委員会と連携を深めながら公正

取引の推進に努めている。 

５ 当該株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 

１から４に記載のとおり、業務効率、コンプライアンス等、すべてについてグループとして管理体制を置く

ものとし、当社は各連結子会社に適切な内部統制システムの整備を行うよう指導し、必要に応じて各連結子会

社の内部統制活動を支援する。 

各連結子会社は、企業行動委員会を主体に各事業部門と連携し、当社の内部統制推進プロジェクトとの情報

共有化を図りながら活動する。 

６ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項 

監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めたときはこれに応ずる。 

７ 前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項 

監査役専任の使用人の人事及びその変更については、監査役の同意を要するものとする。 

８ 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制 

取締役及び使用人は、会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実、取締役又は使用人の不正行為、法令・

定款違反行為などを発見したときは、すみやかに監査役に報告するものとし、それにより不利益を受けること

はないものとする。 

また、企業行動委員会は公益通報の意義をも有するヘルプライン運用状況を定期的に代表取締役社長及び監

査役に報告するものとする。 

９ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

監査役は、代表取締役社長と定期的に会合を持ち、監査上の重要課題等について、意見交換を行う。 

監査役は監査室と緊密な連係を保つとともに、必要に応じて監査室に調査を求めることができるものとす

る。 

監査役は、必要に応じ、会計監査人・弁護士に相談をすることができ、その費用は会社が負担するものとす

る。 

  

③会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本関係または取引関係その他の利害関係の概要 

社外取締役１名及び社外監査役２名と当社との間には、特別な利害関係はありません。 

  

④役員報酬等の内容 

当社が当事業年度に取締役及び監査役に支払った報酬等は次のとおりであります。 

報酬             取締役 130百万円(うち、社外取締役 1百万円) 

                監査役  17百万円(うち、社外監査役 2百万円) 

利益処分による役員賞与    取締役  54百万円(うち、社外取締役 -百万円) 

                監査役   6百万円(うち、社外監査役 -百万円) 

上記のほか、使用人兼務役員に対し37百万円の使用人給与相当額(賞与を含む)を支払っております。 

  



⑤監査報酬等の内容 

当社が会計監査人に支払うべき監査報酬等は次のとおりであります。 

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬     21百万円 

上記以外の業務に基づく報酬                  4百万円 

  

⑥会計監査の状況 

当社は、会計監査人として、中央青山監査法人と商法監査及び証券取引法に基づく監査契約を締結し、適宜会

計に関する指導を受けております。監査業務は、あらかじめ監査日程を策定し、計画的に監査が行える体制を整

備しております。当社の会計監査業務を執行した公認会計士は次のとおりであります。 

継続監査年数は、平成15年６月改正公認会計士法施行日以前の期間を含んでおります。 

なお、当社の会計監査業務にかかる補助者は、公認会計士３名と会計士補８名であります。 

  

業務を執行した公認会計士の氏名 所属する監査法人 継続監査年数 

指定社員 業務執行社員 小 林  公司 中央青山監査法人 6 

指定社員 業務執行社員 原   一浩 中央青山監査法人 1 

指定社員 業務執行社員 山 﨑  博行 中央青山監査法人 11 

指定社員 業務執行社員 伊 藤  恭治 中央青山監査法人 1 



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(自 平成16年３月１日 至 平成17年２月28日)及

び第42期事業年度(自 平成16年３月１日 至 平成17年２月28日)並びに当連結会計年度(自 平成17年３月１日 至 平成

18年２月28日)及び第43期事業年度(自 平成17年３月１日 至 平成18年２月28日)の連結財務諸表及び財務諸表につい

て、中央青山監査法人により監査を受けております。 

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

    
前連結会計年度
(平成17年２月28日) 

当連結会計年度 
(平成18年２月28日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)       

Ⅰ 流動資産       

１ 現金及び預金    26,256 19,250  

２ 売掛金    457 567  

３ 有価証券    3,999 ―  

４ たな卸資産    6,447 7,613  

５ 前払費用    705 1,183  

６ 繰延税金資産    1,542 1,498  

７ 短期預け金    13,000 11,000  

８ その他    3,819 4,243  

流動資産合計    56,228 39.7 45,356 29.9

Ⅱ 固定資産       

(1) 有形固定資産       

１ 建物及び構築物   78,406 85,038    

減価償却累計額   49,031 29,374 52,006 33,032  

２ 機械装置及び運搬具   2,572 2,924    

減価償却累計額   1,595 976 1,910 1,013  

３ 器具備品   6,716 8,284    

減価償却累計額   4,738 1,978 5,524 2,760  

４ 土地    24,787 26,321  

５ 建設仮勘定    3,071 6,116  

有形固定資産合計    60,188 42.5 69,244 45.6

(2) 無形固定資産       

１ 連結調整勘定    196 2,761  

２ その他    1,350 893  

無形固定資産合計    1,547 1.1 3,655 2.4

(3) 投資その他の資産       

１ 投資有価証券    2,756 10,728  

２ 長期貸付金    447 279  

３ 長期前払費用    2,220 2,835  

４ 繰延税金資産    1,222 1,015  

５ 長期差入保証金    16,831 17,629  

６ その他 ※２  751 1,669  

７ 貸倒引当金    △606 △606  

投資その他の資産合計    23,623 16.7 33,552 22.1

固定資産合計    85,360 60.3 106,451 70.1

資産合計    141,588 100.0 151,808 100.0

       



  

  

    
前連結会計年度
(平成17年２月28日) 

当連結会計年度 
(平成18年２月28日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)       

Ⅰ 流動負債       

１ 買掛金    11,901 13,344  

２ 短期借入金    ― 360  

３ 未払法人税等    3,233 2,669  

４ 未払費用    1,824 2,010  

５ 賞与引当金    1,260 1,420  

６ ポイントカード引当金    ― 14  

７ その他    4,312 6,190  

流動負債合計    22,531 15.9 26,010 17.1

Ⅱ 固定負債       

１ 退職給付引当金    36 57  

２ 役員退職慰労引当金    633 699  

３ その他    1,085 1,459  

固定負債合計    1,755 1.3 2,216 1.5

負債合計    24,287 17.2 28,227 18.6

(少数株主持分)       

少数株主持分    ― ― ― ―

(資本の部)       

Ⅰ 資本金 ※３  9,927 7.0 9,927 6.5

Ⅱ 資本剰余金    12,839 9.1 12,839 8.5

Ⅲ 利益剰余金    93,729 66.2 99,015 65.2

Ⅳ その他有価証券評価差額金    1,327 0.9 1,917 1.3

Ⅴ 為替換算調整勘定    ― ― 29 0.0

Ⅵ 自己株式 ※３  △522 △0.4 △148 △0.1

資本合計    117,301 82.8 123,581 81.4

負債、少数株主持分 
及び資本合計 

   141,588 100.0 151,808 100.0

        



② 【連結損益計算書】 

  

  

  
前連結会計年度

(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高  284,787 100.0 306,639 100.0

Ⅱ 売上原価 ※１  202,840 71.2 218,118 71.1

売上総利益  81,946 28.8 88,520 28.9

Ⅲ 営業収入     

１ 受取手数料収入 6,394 6,809    

２ 不動産賃貸収入 960 7,354 2.5 1,459 8,269 2.7

営業総利益  89,301 31.3 96,790 31.6

Ⅳ 販売費及び一般管理費     

１ 宣伝装飾費 3,022 3,563    

２ 従業員給料賞与 32,196 35,597    

３ 賞与引当金繰入額 1,238 1,357    

４ 退職給付費用 646 563    

５ 役員退職慰労 
  引当金繰入額 

88 71    

６ 法定福利厚生費 3,627 4,016    

７ 地代家賃 5,535 6,251    

８ 店舗管理修繕費 4,070 4,295    

９ 減価償却費 4,798 4,891    

10 連結調整勘定償却額 78 198    

11 水道光熱費 4,459 5,001    

12 その他 15,163 74,927 26.3 16,893 82,701 27.0

営業利益  14,374 5.0 14,088 4.6

Ⅴ 営業外収益     

１ 受取利息 83 107    

２ 受取配当金 23 23    

３ テナント手数料 ― 47    

４ その他 75 181 0.1 83 262 0.1

Ⅵ 営業外費用     

１ 支払利息  ― 5    

２ 持分法による投資損失 ― 57    

３ 貸倒損失 ― 59    

４ 貸倒引当金繰入額  303 ―    

５ その他 88 391 0.1 57 179 0.1

経常利益  14,164 5.0 14,170 4.6



  

  

  
前連結会計年度

(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅶ 特別利益     

１ 固定資産売却益 ※２ 7 20    

２ その他 3 11 0.0 1 22 0.0

Ⅷ 特別損失     

１ 固定資産売却損 ※３ 7 16    

２ 固定資産廃棄損 ※４ 163 312    

３ 減損損失 ※５ ― 365    

４ システム統合費用 ― 545    

５ その他 ※６ 155 326 0.1 90 1,331 0.4

税金等調整前当期純利益  13,849 4.9 12,861 4.2

法人税、住民税 
及び事業税 

6,222 5,571    

法人税等調整額 △172 6,050 2.2 △74 5,497 1.8

当期純利益  7,799 2.7 7,364 2.4

   



③ 【連結剰余金計算書】 
  

  

    
前連結会計年度

(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

(資本剰余金の部)    

Ⅰ 資本剰余金期首残高   12,839 12,839

Ⅱ 資本剰余金増加高    

   自己株式処分差益   0 0 ― ―

Ⅲ 資本剰余金減少高    

   自己株式処分差益取崩   ― ― 0 0

Ⅳ 資本剰余金期末残高   12,839 12,839

(利益剰余金の部)    

Ⅰ 利益剰余金期首残高   87,716 93,729

Ⅱ 利益剰余金増加高    

   当期純利益   7,799 7,799 7,364 7,364

Ⅲ 利益剰余金減少高    

１ 配当金   1,714 1,936  

２ 役員賞与   71 77  

３ 自己株式処分差損   ― 1,786 63 2,077

     

Ⅳ 利益剰余金期末残高   93,729 99,015

      



  
④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

  
  

  
前連結会計年度

(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前当期純利益  13,849 12,861

減価償却費  5,226 5,267

減損損失  ― 365

連結調整勘定償却額  78 198

持分法による投資損失  ― 57

賞与引当金の増加額  46 119

退職給付引当金の減少額(△)  △252 △32

役員退職慰労引当金の増加額  88 66

受取利息及び受取配当金  △106 △131

固定資産廃棄売却損  171 329

固定資産売却益  △7 △20

システム統合費用  ― 545

売上債権の増加額(△)  △61 △103

たな卸資産の増加額(△)  △116 △451

仕入債務の減少額(△)  △107 △15

その他  △199 129

小計  18,609 19,186

利息及び配当金の受取額  96 129

利息の支払額  ― △5

法人税等の支払額  △6,343 △6,203

  営業活動によるキャッシュ・フロー  12,362 13,106

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出  △3 △3

定期預金の払戻による収入  3 3

短期預け金の増加額(△)  △5,000 2,000

有形固定資産の取得による支出  △11,684 △10,048

有形固定資産の売却による収入  88 68

有形固定資産の除却による支出  △19 △131

無形固定資産の取得による支出  △298 △248

無形固定資産の売却による収入  ― 20

投資有価証券の取得による支出  ― △7,195

投資有価証券の売却による収入  42 215

貸付けによる支出  △991 △89

貸付金の回収による収入  916 113

差入保証金の差入による支出  △1,630 △200

差入保証金の返還による収入  562 810

子会社株式の取得による収入  ― 1,058

その他  543 △1,876

  投資活動によるキャッシュ・フロー  △17,469 △15,503

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の返済による支出  ― △1,871

社債の償還による支出  ― △60

自己株式の取得による支出  ― △4,741

配当金の支払額  △1,714 △1,936

その他  △8 ―

  財務活動によるキャッシュ・フロー  △1,723 △8,609

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  ― ―

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額又は減少額(△)  △6,830 △11,005

Ⅵ 現金及び現金同等物期首残高  37,083 30,252

Ⅶ 現金及び現金同等物期末残高  30,252 19,247



連結財務諸表作成のための基本となる事項 
  

  

  
前連結会計年度

(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

１ 連結の範囲に関する事項 すべての子会社を連結しております。 

連結子会社は次の２社であります。 

㈱ライフフーズ 

㈱みどりやスーパー 

すべての子会社を連結しております。 

連結子会社は次の３社であります。 

㈱ライフフーズ 

㈱みどりやスーパー 

㈱スーパーカドヤ 

なお、㈱スーパーカドヤについては、

平成17年９月１日付で株式交換により

当社の100％子会社となったため、当

連結会計年度から連結の範囲に含める

ことといたしました。また、当連結会

計期間においては、同社の平成17年９

月１日から平成18年２月28日に係る財

務諸表を使用しております。 

２ 持分法の適用に関する事

項 

(1)持分法適用関連会社は次の１社で

あります。 

北京王府井洋華堂商業有限公司 

(王府井ヨーカ堂有限会社) 

なお、新たに出資したことから当

連結会計年度より持分法適用関連

会社に含めております。 

(2)王府井ヨーカ堂有限会社の決算日

は12月31日であり、同社の事業年

度に係る財務諸表を使用しており

ます。 

持分法を適用しない関連会社はありま

せん。 

(1)持分法適用関連会社は次の１社で

あります。 

北京王府井洋華堂商業有限公司 

(王府井ヨーカ堂有限会社) 

(2)王府井ヨーカ堂有限会社の決算日

は12月31日であり、同社の事業年

度に係る財務諸表を使用しており

ます。 

持分法を適用しない関連会社はありま

せん。 

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項 

すべての連結子会社の事業年度末日と

連結決算日は一致しております。 

同左 

４ 会計処理基準に関する事

項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方

法 

 ① たな卸資産 

   商品 

    …生鮮食品 

最終仕入原価法 

店舗在庫商品(除く生鮮食

品) 

売価還元低価法 

(一部連結子会社は売価

還元原価法) 

センター在庫商品(除く生

鮮食品) 

先入先出法による原価法 

貯蔵品 

最終仕入原価法 

  

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方

法 

 ① たな卸資産 

   商品 

    …生鮮食品 

最終仕入原価法 

店舗在庫商品(除く生鮮食

品) 

売価還元低価法 

センター在庫商品(除く生

鮮食品) 

先入先出法による原価法 

なお、一部連結子会社は売

価還元原価法を採用してお

ります。 

貯蔵品 

最終仕入原価法 



  

  

  
前連結会計年度

(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

   ② 有価証券 

   満期保有目的の債券 

償却原価法(定額法)     

   その他有価証券 

時価のあるもの 

連結決算日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額は

全部資本直入法により処理 

し、売却原価は移動平均法

により算定) 

 ② 有価証券 

  ――――――― 

     

   その他有価証券 

同左 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法 

    

  (2) 重要な減価償却資産の減価償却方

法 

  有形固定資産 

   …定率法 

    なお、一部連結子会社は、平

成10年４月１日以降に取得し

た建物(附属設備を除く)は定

額法によっております。 

  無形固定資産 

   …定額法 

    自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可

能期間(５年)に基づく定額法

によっております。 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却方

法 

同左 

  (3) 重要な引当金の計上基準 

 ① 貸倒引当金 

   債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権は貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の

債権は個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上して

おります。 

(3) 重要な引当金の計上基準 

 ① 貸倒引当金 

同左 

   ② 賞与引当金 

   従業員に対する賞与の支出に備

えるため、支給見込額基準によ

る算出額を計上しております。 

 ② 賞与引当金 

同左 

   ③ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上しておりま

す。 

なお、過去勤務債務について

は、その発生時の従業員の平均

残存勤務期間内の一定の年数

(５年)による定額法により処理

しております。 

また、数理計算上の差異につい

ては、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間内の一定の年数

(10年)による定額法により翌連

結会計年度から処理することと

しております。 

 ③ 退職給付引当金 

同左 



  

  

  
前連結会計年度

(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

  (追加情報) 

 当社及び一部の国内連結子会

社が加入する「イトーヨーカ堂

グループ厚生年金基金」は、平

成16年９月１日に厚生労働大臣

の認可を受けて、確定給付企業

年金法に基づく「ＩＹグループ 

企業年金基金」に移行いたしま

した。これに併せて同日退職金

制度の改定を行なっておりま

す。なお、この改定に伴い過去

勤務債務が▲489百万円(債務の

減額)発生いたしました。 

 ④ 役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金の支出に備え

るため、内規に基づく期末要支

給額を計上しております。 

(追加情報) 

 ――――――――― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 ④ 役員退職慰労引当金 

同左 

―――――――  ⑤ ポイントカード引当金 

ポイントカード制度に基づき顧

客へ付与したポイントの利用に

備えるため、連結会計年度末に

おいて将来使用されると見込ま

れる額を計上しております。 

  (4) 重要なリース取引の処理方法 

  リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

(4) 重要なリース取引の処理方法 

同左 

  
(5) その他連結財務諸表作成のための

重要な事項 

(5) その他連結財務諸表作成のための

重要な事項 

    消費税等の会計処理方法 

   消費税及び地方消費税の会計処

理は税抜方式によっておりま

す。 

  消費税等の会計処理方法 

同左 

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては、全面時価評価法を採用してお

ります。 

同左 

６ 連結調整勘定の償却に関

する事項 

連結調整勘定は、５年間で均等償却し

ております。 

連結調整勘定は、５年間または13年間

で均等償却しております。 

７ 利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

連結剰余金計算書は、連結会社の利益

処分について連結会計年度中に確定し

た利益処分に基づいて作成しておりま

す。 

同左 

８ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金(現金及び現金同等物)は、手許

現金、随時引き出し可能な預金及び容

易に換金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到

来する短期投資からなっております。 

同左 



会計処理の変更 

  

  

  

表示方法の変更 

  

  

追加情報 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

当連結会計年度
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

  固定資産の減損に係る会計基準(「固定資産の減損に

係る会計基準の設定に関する意見書」(企業会計審議会

平成14年８月９日))及び「固定資産の減損に係る会計基

準の適用指針」(企業会計基準適用指針第６号平成15年

10月31日)が、当社の平成17年２月28日に終了する連結

会計年度に係る連結財務諸表から適用できることになっ

たことに伴い、当連結会計年度から同会計基準および同

適用指針を適用しております。なお、この会計基準適用

に伴う影響額はありません。 

―――――― 

前連結会計年度
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

当連結会計年度
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

―――――― 

  

（連結損益計算書） 

営業外収益「テナント手数料」は前連結会計年度ま

で「その他」に含めて表示しておりましたが、営業外

収益の100分の10を超えたため区分掲記しておりま

す。なお、前連結会計年度における「テナント手数

料」は６百万円です。 

  （連結キャッシュ・フロー計算書） 

財務活動によるキャッシュ・フローの「自己株式の

取得による支出」は、前連結会計年度までは財務活動

によるキャッシュ・フローの「その他」に含めて表示

しておりましたが、当連結会計年度では金額的重要性

が増加したため区分掲記しております。なお、前連結

会計年度での「その他」に含まれている「自己株式の

取得による支出」は△９百万円であります。 

前連結会計年度
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

当連結会計年度
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

――――――   「地方税法等の一部を改正する法律」(平成15年法律

第９号)が平成15年３月31日に交付され、平成16年４月

１日以降に開始する事業年度より外形標準課税制度が導

入されたことに伴い、当連結会計年度から「法人事業税

における外形標準課税部分の損益計算書上の表示につい

ての実務上の取扱い」(平成16年２月13日 企業会計基準

委員会 実務対応報告第12号)に従い、法人事業税の付加

価値割及び資本割263百万円を販売費及び一般管理費に

含めて表示しております。 



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

  

(連結損益計算書関係) 

  

前連結会計年度
(平成17年２月28日) 

当連結会計年度
(平成18年２月28日) 

 １ 偶発債務 

下記の者の銀行借入金に対し保証しております。 

※２ 関連会社に対するものは次のとおりであります。 

     関連会社出資金         256百万円

従業員 27百万円

 １ 偶発債務 

下記の者の銀行借入金に対し保証しております。 

※２ 関連会社に対するものは次のとおりであります。 

     関連会社出資金         228百万円 

従業員 12百万円

※３ 連結会社が保有する連結財務諸表提出会社の自己

株式は次のとおりであります。 

   なお、当社の発行済株式総数は普通株式

50,634,535株であります。 

普通株式 209,873株

※３ 連結会社が保有する連結財務諸表提出会社の自己

株式は次のとおりであります。 

   なお、当社の発行済株式総数は普通株式

50,634,535株であります。 

普通株式 49,001株

前連結会計年度
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

当連結会計年度
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

※１ 売上原価には、商品期末たな卸高に係わる売価還

元低価法と売価還元原価法による差額1,191百万

円が含まれております。 

※１ 売上原価には、商品期末たな卸高に係わる売価還

元低価法と売価還元原価法による差額1,333百万

円が含まれております。 

※２ 固定資産売却益７百万円は、遊休土地の売却によ

るものであります。 

※２ 固定資産売却益20百万円は、主に土地の売却によ

るものであります。 

※３ 固定資産売却損７百万円は、主に遊休機械設備の

売却によるものであります。 

※３ 固定資産売却損16百万円は、主に車両運搬具の売

却によるものであります。 

※４ 固定資産廃棄損163百万円は、店舗閉鎖によるも

の24百万円、店舗改装等によるもの139百万円で

あり、内訳は次のとおりであります。 

建物及び構築物 95百万円

器具備品他 67百万円

※４ 固定資産廃棄損312百万円は、店舗閉鎖によるも

の118百万円、店舗改装等によるもの193百万円で

あり、内訳は次のとおりであります。 

建物及び構築物 157百万円

器具備品他 154百万円

※５        ―――――― 

  

※５ 減損損失の内訳は次のとおりです。 

当社グループは以下の資産グループについて減損

損失を計上しております。 

当社グループは、キャッシュ・フローを生み出

す最小単位として店舗を基本単位としてグルーピ

ングしております。 

当連結会計年度において、収益性等の観点から

退店の意思決定をした店舗に係る固定資産の帳簿

価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減

損損失として計上しております。 

当該資産グループの回収可能価額は正味売却価

額により測定しており、その正味価額を零として

評価しております。 

用途 場所 種類 減損損失 

店舗用資産 
茨城県 

(２店舗) 

連結調整勘定 

及び建物等 
365百万円 

※６ 特別損失のその他155百万円は、主に次年度に閉

鎖を予定している店舗の固定資産廃棄損相当額で

あります。 

※６        ―――――― 

  



(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

  

(リース取引関係) 

  

前連結会計年度
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

当連結会計年度
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 26,256百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △3百万円

有価証券 3,999百万円

現金及び現金同等物 30,252百万円

現金及び預金勘定 19,250百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △3百万円

現金及び現金同等物 19,247百万円

 

  

  

２．株式の取得により新たに連結子会社となった会社の

資産及び負債の主な内訳 

―――――――――  株式の取得により新たに㈱スーパーカドヤを連結

したことに伴う連結開始時の資産及び負債の内訳並

びに同社株式の取得価格と取得のための支出(純額)

との関係は次のとおりであります。 

㈱スーパーカドヤ(平成17年９月１日現在) 

流動資産 1,972百万円

固定資産 4,813百万円

連結調整勘定 3,115百万円

流動負債 △2,269百万円

固定負債 △2,581百万円

㈱スーパーカドヤ株式の
取得価格 

5,051百万円

株式交換 △5,051百万円

㈱スーパーカドヤの現金及び
現金同等物 

△1,058百万円

差引：㈱スーパーカドヤ
取得のための支出(△収入) 

△1,058百万円

前連結会計年度
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

当連結会計年度
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

  ①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

  ①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

  
取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高 
相当額 
(百万円) 

器具備品 6,660 3,302 3,358

取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高 
相当額 
(百万円) 

器具備品 8,253 4,354 3,899 

  ②未経過リース料期末残高相当額 

 (注) なお、取得価額相当額及び未経過リース料期末残

高相当額は、未経過リース料期末残高の有形固定

資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算出しております。 

１年内 1,281百万円

１年超 2,076百万円

合計 3,358百万円

  ②未経過リース料期末残高相当額 

 (注) なお、取得価額相当額及び未経過リース料期末残

高相当額は、未経過リース料期末残高の有形固定

資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算出しております。 

１年内 1,469百万円

１年超 2,430百万円

合計 3,899百万円



  

  

前連結会計年度
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

当連結会計年度
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

  ③支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 1,369百万円

減価償却費相当額  1,369百万円

  ③支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 1,581百万円

減価償却費相当額 1,581百万円

  ④減価償却費相当額の算定方法 

    リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。 

  ④減価償却費相当額の算定方法 

    リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。 

２ オペレーティング・リース取引 

   未経過リース料 

１年内 206百万円

１年超 2,847百万円

合計 3,054百万円

２ オペレーティング・リース取引 

   未経過リース料 

１年内 313百万円

１年超 4,313百万円

合計 4,627百万円



(有価証券関係) 

前連結会計年度（平成17年２月28日） 

１ 時価のある有価証券 

その他有価証券 

  

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成16年３月１日 至 平成17年２月28日） 

  

３ 時価評価されていない主な有価証券 

  

４ 満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

  

区分 種類 
取得原価
(百万円) 

連結貸借
対照表計上額 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの 

株式 494 2,700 2,205

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの 

株式 － － －

合計 494 2,700 2,205

売却額 
(百万円) 

売却益の合計額
(百万円) 

売却損の合計額 
(百万円) 

42 3 －

区分 種類
連結貸借対照表計上額 

(百万円) 

満期保有目的の債券 

  

コマーシャル・ペーパー 

  

3,999 

  

その他有価証券 非上場株式 

(店頭売買有価証券を除く) 
56

合計 4,056

種類 １年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超 

コマーシャル・ペーパー 3,999 － － －



当連結会計年度（平成18年２月28日） 

１ 時価のある有価証券 

その他有価証券 

  

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成17年３月１日 至 平成18年２月28日） 

  

３ 時価評価されていない主な有価証券 

区分 種類 
取得原価
(百万円) 

連結貸借
対照表計上額 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの 

株式 507 3,692 3,185

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの 

株式 ― ― ―

合計 507 3,692 3,185

売却額 
(百万円) 

売却益の合計額
(百万円) 

売却損の合計額 
(百万円) 

1 0 ―

区分 種類
連結貸借対照表計上額 

(百万円) 

 その他有価証券  非上場株式 

(店頭売買有価証券を除く) 
7,036



(デリバティブ取引関係) 

前連結会計年度(自 平成16年３月１日 至 平成17年２月28日) 

 デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

当連結会計年度(自 平成17年３月１日 至 平成18年２月28日) 

 デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

  

(退職給付関係) 

前連結会計年度 

１ 採用している退職給付制度の概要 

   当社及び一部の国内連結子会社は「ＩＹグループ企業年金制度」を採用しております。 

   なお、「イトーヨーカ堂グループ厚生年金基金」は平成16年９月１日に厚生労働大臣の認可を受けて、確定給付

企業年金法に基づく「ＩＹグループ企業年金基金」に移行しました。これらに伴い、同日退職金制度を改定し、

確定給付額の算定基礎を退職年齢・勤務年数乗率方式から利息付き積立て方式に変更しました。 

  

２ 退職給付債務に関する事項(平成17年２月28日) 

(注) 一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

  

３ 退職給付費用に関する事項(自 平成16年３月１日 至 平成17年２月28日) 

(注) １ 厚生年金基金及び企業年金基金に対する従業員拠出額を控除しております。 

２ 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用を含んでおります。 

  

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項(平成17年２月28日) 

項目 金額（百万円） 

① 退職給付債務 △13,536 

② 年金資産 13,119 

③   小計(①＋②) △416 

④ 未認識数理計算上の差異 1,017 

⑤ 未認識過去勤務債務 △489 

⑥   合計(③＋④＋⑤) 111 

⑦ 前払年金費用 147 

⑧ 退職給付引当金 △36 

項目 金額（百万円）

① 勤務費用 (※注１,２) 854 

② 利息費用 337 

③ 期待運用収益 △476 

④ 過去勤務債務の費用処理額 △54 

⑤ 数理計算上の差異の費用処理額 △5 

⑥ 退職給付費用(①＋②＋③＋④＋⑤) 655 

① 割引率 2.5％ 

② 期待運用収益率 3.5％ 

③ 退職給付見込額の期間配分方法 ポイント基準

④ 過去勤務債務の処理年数 ５年 

⑤ 数理計算上の差異の処理年数 10年 



当連結会計年度 

１ 採用している退職給付制度の概要 

   当社及び一部の国内連結子会社は「セブン＆アイ・ホールディングス企業年金制度」を採用しております。 

    なお、平成17年9月１日に㈱セブン＆アイ・ホールディングスの設立に伴い、従前の「ＩＹグループ企業年金基

金」は、「セブン＆アイ・ホールディングス企業年金基金」に名称変更しております。 

  

２ 退職給付債務に関する事項(平成18年２月28日) 

(注) 一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

  

３ 退職給付費用に関する事項(自 平成17年３月１日 至 平成18年２月28日) 

(注) １ 企業年金基金に対する従業員拠出額を控除しております。 

２ 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用を含んでおります。 

  

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項(平成18年２月28日) 

  

項目 金額（百万円） 

① 退職給付債務 △13,993 

② 年金資産 14,909 

③   小計(①＋②) 916 

④ 未認識数理計算上の差異 △110 

⑤ 未認識過去勤務債務 △380 

⑥   合計(③＋④＋⑤) 425 

⑦ 前払年金費用 482 

⑧ 退職給付引当金 △57 

項目 金額（百万円）

① 勤務費用 (※注１,２) 685 

② 利息費用 337 

③ 期待運用収益 △459 

④ 過去勤務債務の費用処理額 △108 

⑤ 数理計算上の差異の費用処理額 119 

⑥ 退職給付費用(①＋②＋③＋④＋⑤) 574 

① 割引率 2.5％ 

② 期待運用収益率 3.5％ 

③ 退職給付見込額の期間配分方法 ポイント基準

④ 過去勤務債務の処理年数 ５年 

⑤ 数理計算上の差異の処理年数 10年 



(税効果会計関係) 

  

  

前連結会計年度
(平成17年２月28日) 

当連結会計年度
(平成18年２月28日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

  (繰延税金資産) 

未払事業税 262百万円

賞与引当金 501百万円

減価償却費償却限度超過額 204百万円

役員退職慰労引当金 252百万円

たな卸資産評価損(低価法) 474百万円

借地権償却 1,247百万円

固定資産廃棄損 122百万円

開発中止損失 396百万円

貸倒損失 241百万円

その他 162百万円

繰延税金資産合計 3,866百万円

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

  (繰延税金資産) 

未払事業税 204百万円

賞与引当金 566百万円

減価償却費償却限度超過額 303百万円

役員退職慰労引当金 278百万円

たな卸資産評価損(低価法) 530百万円

借地権償却 1,292百万円

固定資産廃棄損 90百万円

開発中止損失 396百万円

貸倒損失 241百万円

その他 285百万円

繰延税金資産合計 4,189百万円

  (繰延税金負債) 

固定資産圧縮積立金 223百万円

その他有価証券評価差額金 877百万円

繰延税金負債合計 1,101百万円

繰延税金資産の純額 2,764百万円

  (繰延税金負債) 

前払年金費用 191百万円

固定資産圧縮積立金 213百万円

その他有価証券評価差額金 1,269百万円

繰延税金負債合計 1,674百万円

繰延税金資産の純額 2,514百万円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

法定実効税率 41.1％ 

 （調整）   

住民税均等割等 1.7 

その他 0.9 

税効果会計適用後の法人税等の

負担率 
43.7％ 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

法定実効税率 39.8％ 

 （調整）   

住民税均等割等 1.7 

連結調整勘定減損処理 1.1 

連結調整勘定償却 0.6 

その他 △0.5 

税効果会計適用後の法人税等の

負担率 
42.7％ 



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成16年３月１日 至 平成17年２月28日)及び当連結会計年度(自 平成17年３月１日 至 

平成18年２月28日)については、スーパーマーケットチェーン事業の売上高及び営業利益並びに資産の金額が、

それぞれ全セグメントの売上高合計及び営業利益の生じているセグメントの営業利益合計額並びに全セグメン

トの資産の金額の合計額に占める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省

略いたしました。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成16年３月１日 至 平成17年２月28日)及び当連結会計年度(自 平成17年３月１日 至 

平成18年２月28日)については、本国以外に所在する連結子会社及び重要な在外支店はありません。 

  

【海外売上高】 

前連結会計年度(自 平成16年３月１日 至 平成17年２月28日)及び当連結会計年度(自 平成17年３月１日 至 

平成18年２月28日)については、海外売上高はありません。 

  



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自 平成16年３月１日 至 平成17年２月28日) 

役員及び個人主要株主等 
  

取引条件及び取引条件の決定方針等 

① ㈱青木製麺所との取引は、価格交渉のうえ一般の取引条件と同様に決定しております。 
② 郡山観光交通㈱および㈱グローバルフードサービスとの取引は、一般の利用者と同様の条件によっております。 
(注) 上記金額のうち、取引金額には消費税等を含まず、期末残高には消費税等を含みます。 

  

前連結会計年度(自 平成16年３月１日 至 平成17年２月28日) 

兄弟会社等 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

㈱ＩＹＧフィナンシャルセンターとの取引条件は、市場金利等を勘案して合理的に決定しております。 

  

属性 会社名 住所 
資本金 
(百万円) 

事業の内容 
又は職業 

議決権等の

被所有割合 

関係内容

取引内容
取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高

(百万円)役員の

兼任等 
事業上

の関係 

役員及 
びその 
近親者 
が議決 
権の過 
半数を 
所有す 
る会社 

㈱青木 
製麺所 

福島県 
郡山市 

10 
麺類の 
製造卸売業 

当社代表取
締役大髙善
興の近親者
が 59.1％ を
直接所有 

なし
同社製品
の仕入 

麺製品の
仕入 

279 買掛金 12

郡山観光 
交通㈱ 

福島県 
郡山市 

20 運輸業 

当社代表取
締役大髙善
興の近親者
が 57.0％ を
直接所有 

なし
タクシー
及び運転 
代行 

運賃の
支払 

24 未払金 2

㈱グローバ
ル 
フードサー
ビス 

東京都 
大田区 

10 
不動産 
仲介業 

当社常勤監
査役大髙勤
の近親者が
100.0％を直
接所有 

なし 業務委託
業務委託料
の支払 

30 － －

属性 会社名 住所 
資本金 
(百万円) 

事業の内容 
又は職業 

議決権等の

被所有割合 
(％) 

関係内容

取引内容
取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高

(百万円)役員の

兼任等 
事業上

の関係 

その他
の関係
会社の
子会社 

㈱ＩＹＧ 
フィナンシ
ャルセンタ
ー 

東京都
千代田
区 

10 
グループ 
資金の運用 

―
兼任
１名 

資金の預託
資金の預
託(純額) 

5,000 
短期 
預け金 

13,000



当連結会計年度(自 平成17年３月１日 至 平成18年２月28日) 

親会社及び法人主要株主等  

  

当連結会計年度(自 平成17年３月１日 至 平成18年２月28日) 

役員及び個人主要株主等 
  

取引条件及び取引条件の決定方針等 

① 郡山観光交通㈱との取引は、一般の利用者と同様の条件によっております。 
② ㈱小山ゆうえんちとの取引は、一般の取引条件と同様の条件によっております。 
(注) 上記金額のうち、取引金額には消費税等を含まず、期末残高には消費税等を含みます。 

  

当連結会計年度(自 平成17年３月１日 至 平成18年２月28日) 

兄弟会社等 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

① ㈱セブン＆アイ・フィナンシャルセンターとの取引条件は、市場金利等を勘案して合理的に決定しております。
なお、㈱セブン＆アイ・フィナンシャルセンターは、平成17年９月１日付で㈱ＩＹＧフィナンシャルセンターが
商号変更したものであります 

② ㈱セブン銀行との取引は、一般の利用者と同様の条件によっております。 
  

  

属性 会社名 住所 
資本金 
(百万円) 

事業の内容 
又は職業 

議決権等の

被所有割合 

関係内容

取引内容
取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高

(百万円)役員の

兼任等 
事業上

の関係 

その他

の関係

会社 

㈱イトーヨ
ーカ堂 

東京都 
千代田
区 

47,987 
スーパー 
ストアの 
運営 

36.3%
(間接4.9%) 

兼任
２名 

業務提携 株式の購入 4,345 ― ―

属性 会社名 住所 
資本金 
(百万円) 

事業の内容 
又は職業 

議決権等の

被所有割合 

関係内容

取引内容
取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高

(百万円)役員の

兼任等 
事業上

の関係 

役員及 
びその 
近親者 
が議決 
権の過 
半数を 
所有す 
る会社 

郡山観光 
交通㈱ 

福島県 
郡山市 

20 運輸業 

当社代表取
締役大髙善
興の近親者
が 57.0％ を
直接所有 

なし
タクシー
及び運転 
代行 

運賃の
支払 

24 未払金 2

㈱小山 
ゆうえんち 

栃木県 
小山市 

10 
賃貸借 
管理業 

当社常勤監
査役大髙勤
の近親者が
100.0％を直
接所有 

なし

温泉施設
の賃貸 

施設の賃貸
収入 

91 前受金 4

施設の敷金 14 
長期預り
金 

14

業務委託
業務委託料
の支払 

43 － －

属性 会社名 住所 
資本金 
(百万円) 

事業の内容 
又は職業 

議決権等の

被所有割合 
(％) 

関係内容

取引内容
取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高

(百万円)役員の

兼任等 
事業上

の関係 

その他
の関係
会社の
子会社 

㈱セブン&ア
イ・フ ィナ
ンシャルセ
ンター 

東京都
千代田
区 

10 
グループ 
資金の運用 

―
兼任
１名 

資金の預託
資金の預
託(純額) 

△2,000 
短期 
預け金 

11,000

㈱セブン銀
行 

東京都
千代田
区 

61,000 銀行業 ―
兼任
１名 

資金の預金
資金の預
金(純額) 

△999 預金 2,000



(１株当たり情報) 

  

(注) １ 前連結会計年度及び当連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載してお

りません。 

２ １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

  

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

１株当たり純資産額 2,324.73円 2,441.30円 

１株当たり当期純利益 153.13円 144.73円 

１株当たり当期純利益金額 
前連結会計年度

(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

 当期純利益 7,799百万円 7,364百万円

 普通株主に帰属しない金額 77百万円 86百万円

  (うち役員賞与金) 77百万円 86百万円

 普通株式に係る当期純利益 7,721百万円 7,277百万円

 普通株式の期中平均株式数 50,426,190株 50,283,132株



（重要な後発事象）  
   

  

  

前連結会計年度
(平成17年２月28日) 

当連結会計年度
(平成18年２月28日) 

      
―――――――――――― 

株式会社セブン＆アイ・ホールディングスとの株式交換

について 

 当社は、平成18年４月11日に株式会社セブン＆アイ・

ホールディングスの完全子会社となることを目的とする

株式交換契約を締結し、平成18年５月19日開催の定時株

主総会において承認を受けております。 

  

(1) 株式交換契約の概要 

①株式交換の目的 

当社は、昭和48年の株式会社イトーヨーカ堂との業

務提携開始以降、33年間にわたって様々な方面での情

報交換・事業展開・仕入れや物流の共同化等を通じ

て、株式会社セブン＆アイ・ホールディングス内の各

方面の事業体との関係を深めてまいりました。当社

は、グループ内での提携を活かしつつ、特に、「小商

圏で繰り返し来店されるお客さまの日常の食卓をより

楽しく、豊かに、便利にする」というコンセプトの実

現を目指し、「個店経営の確立」、「商品開発の強

化」等を基本方針としたドミナント戦略により、200

店舗達成に向けた組織・仕組みづくりと、東北地域で

の確固たる足場と優良な財務基盤の構築に邁進してま

いりました。 

しかしながら、市場競争は一段と激化しており、か

つ、少子高齢化や顧客ニーズの多様化が進むなかで、

当社が継続的発展を遂げるためには、両社の持つオペ

レーション、販売網、コスト管理並びにマーチャンダ

イジングの連携強化による一層のシナジー効果の創出

とグループ内のスーパーマーケット部門全体の一段の

経営効率化が必要であると判断いたしました。かかる

戦略の推進のため、当社は、株式会社セブン＆アイ・

ホールディングスの当社に対する持株比率を100％と

する株式交換を実施することといたしました。 

②株式交換の日 

平成18年９月１日(予定) 

③株式交換に際して発行する株式 

株式会社セブン＆アイ・ホールディングスは、株式

交換に際して、株式交換の日の前日の最終の当社の株

主名簿(実質株主名簿を含む。）に記載または記録さ

れた株主(実質株主を含む。)のうち株式会社セブン＆

アイ・ホールディングスを除く株主が所有する当社の

普通株式の数に0.88を乗じた数の合計の普通株式

30,580,237株を発行し、当社の株主に対して、その所

有する当社の普通株式1株につき、それぞれ株式会社

セブン＆アイ・ホールディングスの普通株式0.88株の

割合をもって割当交付いたします。 



  

  

前連結会計年度
(平成17年２月28日) 

当連結会計年度
(平成18年２月28日) 

  (2) 株式会社セブン＆アイ・ホールディングスの概要 

①住所     東京都千代田区二番町８番地８ 

②代表者の氏名 代表取締役社長 村田 紀敏 

③資本金    50,000百万円 

④事業内容 

 小売企業グループの企画、管理、運営等 

⑤ 売上高及び当期純利益 

                 (平成18年2月期) 

売上高             35,411百万円 

当期純利益           32,515百万円 

⑥ 資産、負債、資本の状況 

              (平成18年2月28日現在) 

  資産             1,610,636百万円 

  負債              153,030百万円 

  資本             1,457,606百万円 



⑤ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

(注) 「当期末残高」欄の(内書)は、１年以内償還予定の金額であります。 

  

【借入金等明細表】 

(注) 「平均利率」については、借入金の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

会社名 銘柄 発行年月日 
前期末残高
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

利率
(％) 

担保 償還期限 

株式会社スーパー 
カドヤ 第１回無担保社債 平成13年 

９月25日 ― 300 

(300) 
0.77 なし 平成18年

９月25日 

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

平均利率 
(％) 

返済期限

短期借入金 ― 360 0.42 ― 



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

  

    
第42期

(平成17年２月28日) 
第43期 

(平成18年２月28日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)     

Ⅰ 流動資産     

１ 現金及び預金  21,220 16,669  

２ 売掛金  423 505  

３ 有価証券  3,999 ―  

４ 商品  6,014 6,407  

５ 貯蔵品  13 24  

６ 前払費用  539 961  

７ 繰延税金資産  1,382 1,258  

８ 短期貸付金  168 1,162  

９ 短期預け金  8,000 6,000  

10 未収入金  2,560 3,430  

11 立替金  65 65  

12 その他  1,023 1,043  

流動資産合計  45,412 36.8 37,528 29.6

Ⅱ 固定資産     

(1) 有形固定資産     

１ 建物 54,813 56,096    

減価償却累計額 34,101 20,711 34,706 21,389  

２ 構築物 13,393 14,067    

減価償却累計額 9,415 3,978 9,750 4,317  

３ 車両運搬具 2 1    

減価償却累計額 2 0 1 0  

４ 器具備品 4,446 5,383    

減価償却累計額 3,229 1,217 3,545 1,837  

５ 土地  23,627 24,101  

６ 建設仮勘定  3,071 5,438  

有形固定資産合計  52,606 42.6 57,083 44.9

(2) 無形固定資産     

１ ソフトウェア  1,075 574  

２ その他  33 29  

無形固定資産合計  1,109 0.9 603 0.5



  

    
第42期

(平成17年２月28日) 
第43期 

(平成18年２月28日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(3) 投資その他の資産    

１ 投資有価証券  511 4,771 

２ 関係会社株式  3,209 6,036 

３ 出資金  1 1 

４ 関係会社出資金  256 256 

５ 長期貸付金  447 274 

６ 長期前払費用  2,213 2,644 

７ 繰延税金資産  1,144 902 

８ 長期差入保証金  16,641 16,815 

９ 建設協力立替金  466 665 

10 貸倒引当金  △606 △606 

投資その他の資産合計  24,284 19.7 31,762 25.0

固定資産合計  78,000 63.2 89,449 70.4

資産合計  123,412 100.0 126,977 100.0

(負債の部)    

Ⅰ 流動負債    

１ 買掛金 ※１  11,478 11,781 

２ 未払金  2,984 3,821 

３ 未払法人税等  2,749 2,007 

４ 未払費用  1,686 1,882 

５ 預り金  270 313 

６ 前受収益  77 92 

７ 賞与引当金  1,024 1,125 

流動負債合計  20,269 16.4 21,022 16.5

Ⅱ 固定負債    

１ 長期預り金  1,081  1,301  

２ 退職給付引当金  1  ―  

３ 役員退職慰労引当金  404  461  

固定負債合計  1,487 1.2 1,763 1.4

負債合計  21,757 17.6 22,785 17.9

(資本の部)      

Ⅰ 資本金 ※２  9,927 8.0 9,927 7.8

Ⅱ 資本剰余金      

１ 資本準備金  12,445  12,445  

２ その他資本剰余金      

自己株式処分差益  0  ―  

資本剰余金合計  12,445 10.1 12,445 9.8

Ⅲ 利益剰余金      

１ 利益準備金  2,186  2,186  

２ 任意積立金      

固定資産圧縮積立金 354  338    

別途積立金 63,167 63,521  67,167 67,505  

３ 当期未処分利益  12,775  10,371  

利益剰余金合計  78,482 63.6 80,062 63.1

Ⅳ その他有価証券評価差額金  1,321 1.1 1,905 1.5

Ⅴ 自己株式 ※５  △522 △0.4 △148 △0.1

資本合計  101,654 82.4 104,192 82.1

負債・資本合計  123,412 100.0 126,977 100.0
     



② 【損益計算書】 

  

  

    
第42期

(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

第43期 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高 ※１  280,595 100.0 289,393 100.0

Ⅱ 売上原価 ※１     

１ 商品期首たな卸高 5,950 6,014    

２ 当期商品仕入高 ※２ 214,314 220,935    

合計 220,265 226,950    

３ 商品期末たな卸高 ※３ 6,014 214,250 76.4 6,407 220,542 76.2

売上総利益 ※１  66,344 23.6 68,851 23.8

Ⅲ 営業収入     

１ 受取手数料収入 6,162 6,518    

２ 不動産賃貸収入 1,074 7,237 2.6 1,533 8,051 2.8

営業総利益  73,582 26.2 76,902 26.6

Ⅳ 販売費及び一般管理費     

１ 宣伝装飾費 2,913 3,215    

２ 消耗品費 2,132 2,323    

３ 従業員給与賞与 24,301 26,055    

４ 賞与引当金繰入額 1,024 1,125    

５ 退職給付費用 589 483    

６ 役員退職慰労引当金 
  繰入額 

46 56    

７ 法定福利厚生費 2,893 3,177    

８ 地代家賃 5,427 5,903    

９ 店舗管理修繕費 3,840 3,883    

10 減価償却費 3,970 3,884    

11 水道光熱費 3,705 3,983    

12 その他 10,713 61,558 21.9 11,398 65,489 22.6

営業利益  12,024 4.3 11,412 3.9

Ⅴ 営業外収益     

１ 受取利息及び 
  有価証券利息 

79 94    

２ 受取配当金 ※２ 58 418    

３ その他 61 199 0.0 98 611 0.2

Ⅵ 営業外費用     

１ 貸倒損失 ― 59    

２ 貸倒引当金繰入額 303 ―    

３ その他 84 388 0.1 43 103 0.0

経常利益  11,835 4.2 11,921 4.1



  

  

    
第42期

(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

第43期 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅶ 特別利益     

１ 固定資産売却益 ※４ 7 20    

 ２ 投資有価証券売却益 2 9 0.0 0 20 0.0

Ⅷ 特別損失     

１ 固定資産売却損 ※５ ― 86    

１ 固定資産廃棄損 ※６ 83 125    

２ システム統合費用 ― 545    

３ その他 ※７ 155 238 0.1 76 834 0.3

税引前当期純利益  11,606 4.1 11,107 3.8

法人税、住民税 
及び事業税 

5,262 4,411    

法人税等調整額 △200 5,061 1.8 △19 4,391 1.5

当期純利益  6,545 2.3 6,716 2.3

前期繰越利益  7,062 7,773  

中間配当額  832 978  

自己株式処分差損  ― 3,139  

当期未処分利益  12,775 10,371  

        



③ 【利益処分計算書】 

  

  

  
第42期

(株主総会承認日 
平成17年５月20日) 

第43期 
(株主総会承認日 
平成18年５月19日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 当期未処分利益 12,775 10,371

Ⅱ 任意積立金取崩高  

 固定資産圧縮積立金取崩高 16 16 15 15

合計 12,791 10,386

Ⅲ 利益処分額  

１ 配当金 958 1,062  

２ 役員賞与金 
  (うち監査役賞与金) 

60
(6)

57
(6)

 

３ 任意積立金  

別途積立金 4,000 5,018 2,000 3,119

Ⅳ 次期繰越利益 7,773 7,266



重要な会計方針 

  

  

  第42期 第43期 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1) 子会社株式 

   移動平均法による原価法 

(2) 満期保有目的の債券 

  …償却原価法(定額法) 

(1) 子会社株式 

同左 

――――――― 

  (3) その他有価証券 

  時価のあるもの 

   決算日の市場価格等に基づく時

価法(評価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価は移動平

均法により算定) 

  時価のないもの 

   移動平均法による原価法 

(3) その他有価証券 

  時価のあるもの 

同左 

  

  

  

  時価のないもの 

同左 

２ たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1) 商品 

  …生鮮食品 

    最終仕入原価法 

   店舗在庫商品(除く生鮮食品) 

    売価還元低価法 

   センター在庫商品(除く生鮮食

品) 

    先入先出法による原価法 

(1) 商品 

同左 

  (2) 貯蔵品   

    最終仕入原価法 

(2) 貯蔵品   

同左 

３ 固定資産の減価償却の方

法 

(1) 有形固定資産 

  …定率法 

(2) 無形固定資産及び長期前払費用 

  …定額法 

自社利用のソフトウェアについ

ては社内における利用可能期間

(５年)に基づく定額法によって

おります。 

(1) 有形固定資産 

同左 

(2) 無形固定資産及び長期前払費用 

同左 

４ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

  

(1) 債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権は貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権は

個別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しております。 

  

(1)       同左 

  

 (2) 賞与引当金 (2) 従業員に対する賞与の支出に備え

るため、支給見込額基準による算

出額を計上しております。 

(2)       同左  



  

  

  第42期 第43期 

(3) 退職給付引当金 (3) 従業員の退職給付に備えるため、

当期末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき計上し

ております。 

  なお、過去勤務債務については、

その発生時の従業員の平均残存勤

務期間内の一定の年数(５年)によ

る定額法により処理しておりま

す。 

  また、数理計算上の差異について

は、その発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数(10

年)による定額法により翌期から

処理することとしております。 

  (追加情報) 

    当社が加入する「イトーヨーカ

堂グループ厚生年金基金」は、

平成16年９月１日に厚生労働大

臣の認可を受けて、確定給付企

業年金法に基づく「ＩＹグルー

プ企業年金基金」に移行いたし

ました。これに併せて同日退職

金制度の改定を行なっておりま

す。なお、この改定に伴い過去

勤務債務が▲522百万円(債務の

減額)発生いたしました。 

(3)      同左 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

(追加情報) 

    ――――――― 

  

(4) 役員退職慰労引当金 (4) 役員の退職慰労金の支出に備える

ため、内規に基づく期末要支給額

を計上しております。 

(4)       同左 

５ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

同左 

  

６ その他財務諸表作成のた

めの重要な事項 

消費税等の会計処理方法 

消費税及び地方消費税の会計処理は

税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理方法 

同左 

  



会計処理の変更 

  

  

  

表示方法の変更 

  

  

  

追加情報 

  

  

第42期 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

第43期 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

 固定資産の減損に係る会計基準(「固定資産の減損に

係る会計基準の設定に関する意見書」(企業会計審議会

平成14年８月９日))及び「固定資産の減損に係る会計基

準の適用指針」(企業会計基準適用指針第６号平成15年

10月31日)が、当社の平成17年２月28日に終了する事業

年度に係る財務諸表から適用できることになったことに

伴い、当事業年度から同会計基準および同適用指針を適

用しております。なお、この会計基準適用に伴う影響額

はありません。 

――――――――― 

第42期 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

第43期 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

 有価証券利息は、従来、営業外収益の「その他」に含

めて表示しておりましたが、明瞭性を高めるため当事業

年度より受取利息と合わせて「受取利息及び有価証券利

息」として表示しております。なお、前事業年度の「そ

の他」に含まれる当該金額は０百万円であります。 

――――――――― 

第42期 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

第43期 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

――――――――― 

  

  

  「地方税法等の一部を改正する法律」(平成15年法律

第９号)が平成15年３月31日に交付され、平成16年４月

１日以降に開始する事業年度より外形標準課税制度が導

入されたことに伴い、当事業年度から「法人事業税にお

ける外形標準課税部分の損益計算書上の表示についての

実務上の取扱い」(平成16年２月13日 企業会計基準委員

会 実務対応報告第12号)に従い、法人事業税の付加価値

割及び資本割218百万円を販売費及び一般管理費に含め

て表示しております。 



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

(損益計算書関係) 

第42期 
(平成17年２月28日) 

第43期
(平成18年２月28日) 

※１ 関係会社に係る注記 

  (1) 関係会社に対する負債 

買掛金 1,269百万円 

※１ 関係会社に係る注記 

  (1) 関係会社に対する負債 

買掛金 1,280百万円 

※２ 会社が発行する株式 

   ただし、定款の定めにより株式の消却が行われた

場合には会社が発行する株式について、これに相

当する株式数を減ずることになっております。 

  普通株式 100,000,000株 

  発行済株式総数   

  普通株式 50,634,535株 

※２ 会社が発行する株式 

   ただし、定款の定めにより株式の消却が行われた

場合には会社が発行する株式について、これに相

当する株式数を減ずることになっております。 

  普通株式 100,000,000株 

  発行済株式総数   

  普通株式 50,634,535株 

 ３ 偶発債務 

   下記の者の銀行借入金に対し保証しております。 

従業員 23百万円 

 ３ 偶発債務 

   下記の者の銀行借入金に対し保証しております。 

従業員 11百万円 

 ４ 配当制限 

   商法施行規則第124条第３号に規定する純資産額

は1,321百万円であります。 

 ４ 配当制限 

   商法施行規則第124条第３号に規定する純資産額

は1,905百万円であります。 

※５ 当社が保有する自己株式は次のとおりでありま

す。 

普通株式 209,873株 

※５ 当社が保有する自己株式は次のとおりでありま

す。 

普通株式 49,001株 

第42期 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

第43期 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

※１ この中には、売上仕入(いわゆる消化仕入)契約に

基づくテナントの売上に係るものが次のとおり含

まれております。 

売上高 49,297百万円 

売上原価 44,775百万円 

売上総利益 4,522百万円 

※１ この中には、売上仕入(いわゆる消化仕入)契約に

基づくテナントの売上に係るものが次のとおり含

まれております。 

売上高 49,734百万円 

売上原価 45,151百万円 

売上総利益 4,582百万円 

※２ 関係会社との取引に係わるものが次のとおり含ま

れております。 

当期商品仕入高 36,799百万円 

受取配当金 53百万円 

※２ 関係会社との取引に係わるものが次のとおり含ま

れております。 

当期商品仕入高 38,287百万円 

受取利息 0百万円 

受取配当金 413百万円 

固定資産売却に伴う損失 70百万円 

※３ 商品期末たな卸高は売価還元低価法によっており

ますが、売価還元原価法によった場合との差額は

1,178百万円であります。 

※３ 商品期末たな卸高は売価還元低価法によっており

ますが、売価還元原価法によった場合との差額は

1,313百万円であります。 

※４ 固定資産売却益７百万円は、遊休土地の売却によ

るものであります。 

※４ 固定資産売却益20百万円は、土地の売却によるも

のであります。 

※５       ――――――――― 

  

※５  固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。 

土地 18百万円 

建物 53百万円 

構築物 10百万円 

器具備品他 4百万円 

※６ 固定資産廃棄損83百万円は、店舗閉鎖によるもの

16百万円、店舗改装等によるもの66百万円であ

り、内訳は次のとおりであります。 

建物 48百万円 

構築物 0百万円 

器具備品他 34百万円 

※６ 固定資産廃棄損(店舗閉鎖及び店舗改装等による

もの)の内訳は次のとおりであります。 

建物 68百万円 

構築物 2百万円 

器具備品他 54百万円 

※７ 特別損失のその他155百万円は、主に次年度に閉

鎖を予定している店舗の固定資産廃棄損相当額で

あります。 

――――――――― 

  



(リース取引関係) 

  

  

第42期 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

第43期 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

  ①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

  ①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

  
取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高 
相当額 
(百万円) 

器具備品 6,546 3,231 3,315

取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高 
相当額 
(百万円) 

器具備品 6,880 3,478 3,401 

  ②未経過リース料期末残高相当額 

(注) なお、取得価額相当額及び未経過リース料期末残

高相当額は、未経過リース料期末残高の有形固定

資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法によっております。 

１年内 1,255百万円

１年超 2,060百万円

合計 3,315百万円

  ②未経過リース料期末残高相当額 

(注) なお、取得価額相当額及び未経過リース料期末残

高相当額は、未経過リース料期末残高の有形固定

資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法によっております。 

１年内 1,263百万円

１年超 2,138百万円

合計 3,401百万円

  ③支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 1,340百万円

減価償却費相当額 1,340百万円

  ③支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 1,426百万円

減価償却費相当額 1,426百万円

  ④減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

  ④減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

２ オペレーティング・リース取引 

   未経過リース料 

１年内 206百万円

１年超 2,847百万円

合計 3,054百万円

２ オペレーティング・リース取引 

   未経過リース料 

１年内 313百万円

１年超 4,313百万円

合計 4,627百万円



(有価証券関係) 

第42期(平成17年２月28日)及び第43期(平成18年２月28日)における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるも

のはありません。 

  

(税効果会計関係) 

  

  

第42期 
(平成17年２月28日) 

第43期
(平成18年２月28日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

  (繰延税金資産) 

  

未払事業税 221百万円

賞与引当金 407百万円

減価償却費償却限度超過額 177百万円

役員退職慰労引当金 161百万円

たな卸資産評価損(低価法) 469百万円

借地権償却 1,247百万円

固定資産廃棄損 122百万円

開発中止損失 396百万円

貸倒損失 241百万円

その他 179百万円

繰延税金資産合計 3,623百万円

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

  (繰延税金資産) 

未払事業税 159百万円

賞与引当金 447百万円

減価償却費償却限度超過額 250百万円

役員退職慰労引当金 183百万円

たな卸資産評価損(低価法) 522百万円

借地権償却 1,286百万円

固定資産廃棄損 85百万円

開発中止損失 396百万円

貸倒損失 241百万円

その他 190百万円

繰延税金資産合計 3,764百万円

  (繰延税金負債) 

  

固定資産圧縮積立金 223百万円

その他有価証券評価差額金 873百万円

繰延税金負債合計 1,097百万円

繰延税金資産の純額 2,526百万円

  (繰延税金負債) 

    

前払年金費用 130百万円

固定資産圧縮積立金 213百万円

その他有価証券評価差額金 1,259百万円

繰延税金負債合計 1,603百万円

繰延税金資産の純額 2,160百万円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

  

法定実効税率 41.1％ 

 （調整）   

住民税均等割等 1.9 

その他 0.6  

税効果会計適用後の法人税等の

負担率 
43.6％ 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

法定実効税率 39.8％ 

 （調整）   

住民税均等割等 1.8 

受取配当金 △1.5 

その他 △0.6  

税効果会計適用後の法人税等の

負担率 
39.5％ 



(１株当たり情報) 

  

(注) １ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

２ １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

  

  

  
第42期

(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

第43期 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

１株当たり純資産額 2,014.78円 2,058.60円 

１株当たり当期純利益 128.60円 132.42円 

１株当たり当期純利益金額 
第42期

(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

第43期 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

 当期純利益 6,545百万円 6,716百万円

 普通株主に帰属しない金額 60百万円 57百万円

  (うち役員賞与金) 60百万円 57百万円

 普通株式に係る当期純利益 6,484百万円 6,658百万円

 普通株式の期中平均株式数 50,426,190株 50,283,132株



（重要な後発事象） 

  

  

第42期 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

第43期
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

      
―――――――――――― 

株式会社セブン＆アイ・ホールディングスとの株式交換

について 

 当社は、平成18年４月11日に株式会社セブン＆アイ・

ホールディングスの完全子会社となることを目的とする

株式交換契約を締結し、平成18年５月19日開催の定時株

主総会において承認を受けております。 

  

(1) 株式交換契約の概要 

①株式交換の目的 

当社は、昭和48年の株式会社イトーヨーカ堂との業

務提携開始以降、33年間にわたって様々な方面での情

報交換・事業展開・仕入れや物流の共同化等を通じ

て、株式会社セブン＆アイ・ホールディングス内の各

方面の事業体との関係を深めてまいりました。当社

は、グループ内での提携を活かしつつ、特に、「小商

圏で繰り返し来店されるお客さまの日常の食卓をより

楽しく、豊かに、便利にする」というコンセプトの実

現を目指し、「個店経営の確立」、「商品開発の強

化」等を基本方針としたドミナント戦略により、200

店舗達成に向けた組織・仕組みづくりと、東北地域で

の確固たる足場と優良な財務基盤の構築に邁進してま

いりました。 

しかしながら、市場競争は一段と激化しており、か

つ、少子高齢化や顧客ニーズの多様化が進むなかで、

当社が継続的発展を遂げるためには、両社の持つオペ

レーション、販売網、コスト管理並びにマーチャンダ

イジングの連携強化による一層のシナジー効果の創出

とグループ内のスーパーマーケット部門全体の一段の

経営効率化が必要であると判断いたしました。かかる

戦略の推進のため、当社は、株式会社セブン＆アイ・

ホールディングスの当社に対する持株比率を100％と

する株式交換を実施することといたしました。 

②株式交換の日 

平成18年９月１日(予定) 

③株式交換に際して発行する株式 

株式会社セブン＆アイ・ホールディングスは、株式

交換に際して、株式交換の日の前日の最終の当社の株

主名簿(実質株主名簿を含む。）に記載または記録さ

れた株主(実質株主を含む。)のうち株式会社セブン＆

アイ・ホールディングスを除く株主が所有する当社の

普通株式の数に0.88を乗じた数の合計の普通株式

30,580,237株を発行し、当社の株主に対して、その所

有する当社の普通株式1株につき、それぞれ株式会社

セブン＆アイ・ホールディングスの普通株式0.88株の

割合をもって割当交付いたします。 



  

  

  

第42期 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

第43期
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

  (2) 株式会社セブン＆アイ・ホールディングスの概要 

①住所     東京都千代田区二番町８番地８ 

②代表者の氏名 代表取締役社長 村田 紀敏 

③資本金    50,000百万円 

④事業内容 

 小売企業グループの企画、管理、運営等 

⑤売上高及び当期純利益 

                 (平成18年2月期) 

売上高             35,411百万円 

当期純利益           32,515百万円 

⑥資産、負債、資本の状況 

              (平成18年2月28日現在) 

  資産             1,610,636百万円 

  負債              153,030百万円 

  資本             1,457,606百万円 



④ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

  

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(百万円) 

(投資有価証券)   

 (その他有価証券)   

㈱セブン銀行 55,240 4,143 

三井住友海上火災保険㈱ 131,250 203 

㈱みずほフィナンシャル 
グループ 

112 105 

片倉工業㈱ 49,000 100 

㈱東邦銀行 150,850 90 

㈱テルベ 800 40 

伊藤忠食品㈱ 5,000 22 

スターゼン㈱ 57,000 19 

㈱大東銀行 60,600 16 

㈱福島銀行 55,000 12 

その他11銘柄 64,544 18 

計 629,396 4,771 



【有形固定資産等明細表】 

  

(注) １ 当期増加額の主なものは次のとおりであります。(取得価額) 

２ 当期減少額の主なものは次のとおりであります。(取得価額) 

建物：主に店舗閉鎖に係わるものであります。 
建設仮勘定：主に新設店に係わるものであります。 
  

  

資産の種類 
前期末残高
(百万円) 

当期増加額 
(百万円) 

当期減少額
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

当期末減価
償却累計額 
又は償却 
累計額 
(百万円) 

当期償却額 
(百万円) 

差引当期末
残高 
(百万円) 

有形固定資産       

 建物 54,813 3,234 1,952 56,096 34,706 2,216 21,389

 構築物 13,393 969 295 14,067 9,750 601 4,317

 車両運搬具 2 - 1 1 1 - 0

 器具備品 4,446 1,080 144 5,383 3,545 447 1,837

 土地 23,627 661 188 24,101 - - 24,101

 建設仮勘定 3,071 7,150 4,783 5,438 - - 5,438

有形固定資産計 99,356 13,097 7,366 105,087 48,004 3,264 57,083

無形固定資産       

 ソフトウェア 2,102 222 723 1,601 1,027 287 574

 その他 67 0 4 63 33 4 29

無形固定資産計 2,170 222 727 1,665 1,061 291 603

長期前払費用 2,944 869 439 3,374 730 327 2,644

建物：主に新設店に係わるものであります。
構築物：主に新設店に係わるものであります。 
建設仮勘定：主に次年度以降の新設店に係わるものであります。 

  

    

    

    

    

    



【資本金等明細表】 

  

(注) １ 当期末における自己株式数は、49,001株であります。 

２ その他資本剰余金の当期減少額は、自己株式の処分によるものであります。 

３ 任意積立金の当期増加減少額は、すべて前期決算の利益処分によるものであります。 

  

【引当金明細表】 

  

  

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金(百万円) 9,927 － － 9,927

資本金のうち 
既発行株式 

普通株式  (注) (株) (50,634,535) (－) (－) (50,634,535)

普通株式 (百万円) 9,927 － － 9,927

計 (株) (50,634,535) (－) (－) (50,634,535)

計 (百万円) 9,927 － － 9,927

資本準備金及び 
その他 
資本剰余金 

(資本準備金) 
株式払込剰余金 

(百万円) 12,287 － － 12,287

合併差益 (百万円) 157 － － 157

(その他資本剰余金)
自己株式処分差益 

(百万円) 
(注)２ 

0 － 0 －

  計 (百万円) 12,445 － 0 12,445

利益準備金及び 
任意積立金 

(利益準備金) (百万円) 2,186 － － 2,186

(任意積立金) 
 固定資産 
 圧縮積立金(注)３ 

(百万円) 354 － 16 338

 別途積立金(注)３ (百万円) 63,167 4,000 － 67,167

計 (百万円) 65,707 4,000 16 69,691

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期増加額
(百万円) 

当期減少額
(目的使用) 
(百万円) 

当期減少額
(その他) 
(百万円) 

当期末残高 
(百万円) 

貸倒引当金 606 － － － 606 

賞与引当金 1,024 1,125 1,024 － 1,125 

役員退職慰労引当金 404 56 － － 461 



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 現金及び預金 

  

  

② 売掛金 

相手先別内訳 

  

  

滞留状況 

  

  

③ 商品 

  

区分 金額(百万円)

現金 2,024 

預金   

普通預金 7,641 

譲渡性預金 7,000 

別段預金 3 

計 14,644 

合計 16,669 

相手先 金額(百万円)

㈱ジェーシービー 169 

ＵＦＪニコス㈱ 112 

ユーシーカード㈱ 104 

三井住友カード㈱ 57 

やまぎんディーシーカード㈱ 28 

その他66件 33 

合計 505 

前期繰越高 
(百万円) 
(Ａ) 

当期発生高 
(百万円) 
(Ｂ) 

当期回収高
(百万円) 
(Ｃ) 

次期繰越高
(百万円) 
(Ｄ) 

回収率(％)
  

(Ｃ)
×100 

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留日数(日) 
(Ａ)＋(Ｄ) 
２ 
(Ｂ) 
365 

423 12,957 12,874 505 96.2 13.1

品名 金額(百万円)

生鮮食品 494 

加工食品 2,697 

衣料品 1,712 

住居関連商品 1,503 

合計 6,407 



④ 貯蔵品 
  

  

⑤ 長期差入保証金 

相手先別内訳 

  

⑥ 買掛金 

相手先別内訳 

  

(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

品名 金額(百万円)

ハイウエイカード他 24 

合計 24 

相手先 金額(百万円)

㈱上の組 1,664 

㈱千恵企画 1,035 

㈱アクティブワン 971 

㈲新田東エス・シー 741 

㈲アオベニ恒産 598 

その他552件 11,803 

合計 16,815 

相手先 金額(百万円)

㈱ライフフーズ 670 

㈱イトーヨーカ堂 610 

㈱菱食 503 

国分㈱ 453 

佐藤㈱ 452 

その他1,670件 9,091 

合計 11,781 



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

(注) 当社は、決算公告に代えて、貸借対照表及び損益計算書を当社のホームページに掲載しております。 

    (ホームページアドレス http://www.yorkbeni.co.jp/fina/kessan.html) 

  

決算期 ２月末日

定時株主総会 ５月中 

基準日 ２月末日

株券の種類 10,000株券、1,000株券、100株券、100株未満の任意の株数を表示した株券の４種類 

中間配当基準日 ８月31日

１単元の株式数 100株 

株式の名義書換え   

  取扱場所 
東京都港区芝三丁目33番１号
 中央三井信託銀行株式会社 本店 

  株主名簿管理人 
東京都港区芝三丁目33番１号
 中央三井信託銀行株式会社 

  取次所 
中央三井信託銀行株式会社 本店・全国各支店
日本証券代行株式会社 本店・全国各支店 

  名義書換手数料 無料 

  新券交付手数料 無料 

株券喪失登録   

  株券喪失登録申請料 １件につき 8,600円 

  株券登録料 １枚につき  500円 

単元未満株式の買取り・
買増し 

  

  取扱場所 
東京都港区芝三丁目33番１号
 中央三井信託銀行株式会社 本店 

  株主名簿管理人 
東京都港区芝三丁目33番１号
 中央三井信託銀行株式会社 

  取次所 
中央三井信託銀行株式会社 本店・全国各支店
日本証券代行株式会社 本店・全国各支店 

  買取・買増手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法 日本経済新聞 

株主に対する特典 なし 



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には、親会社等はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

(1) 有価証券報告書 
及びその添付書類 

  事業年度 
(第42期) 

自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日 

  平成17年５月27日 
関東財務局長に提出。 

          
(2) 半期報告書   (第43期中) 自 平成17年３月１日 

至 平成17年８月31日 
  平成17年11月22日 
関東財務局長に提出。 

          
(3) 臨時報告書 証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の

開示に関する内閣府令第19条第２項第４号の規

定に基づく臨時報告書であります。 

  平成18年３月１日 

関東財務局長に提出。 

          

  
  

  証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の

開示に関する内閣府令第19条第２項第６号の２

の規定に基づく臨時報告書であります。 

  平成18年４月11日 

関東財務局長に提出。 

          

(4) 自己株券買付状況 
報告書 

        平成17年７月15日 
関東財務局長に提出。 

  
  

          平成17年８月10日 
関東財務局長に提出。 

            平成17年９月14日 
関東財務局長に提出。 

            平成17年10月14日 
関東財務局長に提出。 

            平成17年11月14日 
関東財務局長に提出。 

            平成17年12月14日 
関東財務局長に提出。 

            平成18年１月12日 
関東財務局長に提出。 

            平成18年２月10日 
関東財務局長に提出。 

  
  

          平成18年３月10日 
関東財務局長に提出。 

            平成18年４月10日 
関東財務局長に提出。 

            平成18年５月10日 
関東財務局長に提出。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１７年５月２０日

株式会社 ヨークベニマル 

代表取締役社長 大 髙 善 興 殿 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ヨークベニ

マルの平成１６年３月１日から平成１７年２月２８日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計

算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社ヨーク

ベニマル及び連結子会社の平成１７年２月２８日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

会計処理の変更に記載のとおり、会社は当連結会計年度より固定資産の減損に係る会計基準を適用している。 

  

会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
代表社員
関与社員 

公認会計士 小 林 公 司 

      

  
代表社員
関与社員 

公認会計士 岸   洋 平 

      

  
代表社員
関与社員 

公認会計士 山 﨑 博 行 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年５月１９日

株式会社ヨークベニマル 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ヨークベニ

マルの平成１７年３月１日から平成１８年２月２８日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計

算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社ヨーク

ベニマル及び連結子会社の平成１８年２月２８日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成１８年４月１１日に株式会社セブン＆アイ・ホールディングスの完全子会社

となることを目的とする株式交換契約を締結し、平成１８年５月１９日開催の定時株主総会において承認をうけている。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 小 林 公 司 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 原   一 浩 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 山 﨑 博 行 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 伊 藤 恭 治 



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１７年５月２０日

株式会社 ヨークベニマル 

代表取締役社長 大 髙 善 興 殿 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ヨークベニ

マルの平成１６年３月１日から平成１７年２月２８日までの第４２期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利

益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社ヨークベニ

マルの平成１７年２月２８日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示

しているものと認める。 

  

追記情報 

会計処理の変更に記載のとおり、会社は当事業年度から固定資産の減損に係る会計基準を適用している。 

  

会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
代表社員
関与社員 

公認会計士 小 林 公 司 

      

  
代表社員
関与社員 

公認会計士 岸   洋 平 

      

  
代表社員
関与社員 

公認会計士 山 﨑 博 行 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年５月１９日

株式会社 ヨークベニマル 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ヨークベニ

マルの平成１７年３月１日から平成１８年２月２８日までの第４３期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利

益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社ヨークベニ

マルの平成１８年２月２８日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示

しているものと認める。 

  

追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成１８年４月１１日に株式会社セブン＆アイ・ホールディングスの完全子会社

となることを目的とする株式交換契約を締結し、平成１８年５月１９日開催の定時株主総会において承認をうけている。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 小 林 公 司 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 原   一 浩 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 山 﨑 博 行 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 伊 藤 恭 治 
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